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序　　文

　ヴィエトナム社会主義共和国政府は1986年より「ドイモイ（刷新）」路線を打ち出し、市場経

済原理の導入やこれに伴うさまざまな経済的、社会的変化を遂げてきました。

　このような状況下で保健・医療分野においては、医療サービスの質の向上および医療サービス

のネットワークの拡大が重要課題とされており、同国にとって大きな課題のひとつである地域間

格差の解消の観点からもこれらの動きに対しわが方技術協力による支援が求められています。

　このなかで人口・リプロダクティブヘルス分野についての同国の現状は、低所得国であるにも

かかわらず、少ない予算で全国民をカバーする効率的な保健医療政策が行われてきたため、乳児

死亡率は32.6（1995）、妊産婦死亡率は10万人に対し100前後と、保健指標は開発途上国の中では

中位に位置しております。しかしながら、医療従事者が十分な訓練を受けていないため、妊産婦

のケアを行うにあたり必要な知識、技術レベルに達していない状況にありました。

　上記を背景にヴィエトナム国の中でも特に貧困で、助産婦数が少ない北中部のゲアン省をモデ

ル地域として妊産婦ケアにかかわる保健行政の強化および村でのサービスの向上を図ることを目

的とする内容のプロジェクト方式技術協力を1997年６月１日から３年間実施しました。その結果、

ヴィエトナム国政府から実施済みプロジェクトの成果を生かしつつ対象地域を拡大したうえで、

妊娠中絶と生殖器感染症という主要課題への取り組みを中心としてさらにリプロダクティブヘル

スサービスの強化をめざすプロジェクト方式技術協力を実施してほしいとの要請が提出されまし

た。

　国際協力事業団は、2000年４月６日から４月28日まで(財)家族計画国際協力財団（JOICFP）事

務局次長/企画開発事業部長石井澄江氏ほか３名の短期調査員を派遣し、上記要請についてヴィエ

トナム国政府関係機関およびゲアン省との間で協議ならびにワークショップを行い、プロジェク

トの背景および内容について調査を行いました。

　また、さらにこの調査結果を踏まえ、2000年７月９日から７月16日まで日本大学国際関係学部

安藤博文氏を団長とする実施協議調査団を派遣しました。そして2000年９月１日から５年間の協

力を実施することについて合意に至り、討議議事録（R/D）の署名交換を行いました。

　ここにこれらの調査にあたりまして、ご協力を賜りました関係各位に対しまして、深甚なる謝

意を表します。

　平成12年８月

国際協力事業団

理 事 　 阿 部 　 英 樹
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１．短期調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯

　ヴィエトナム社会主義共和国（以下、ヴィエトナム）は低所得国であるにもかかわらず、少な

い予算で全国民をカバーする効率的な保健医療政策が行われてきたため、乳児死亡率は32.6

（1995）、妊産婦死亡率は100前後と、保健指標は開発途上国の中では中位に位置している。

　医療従事者数は周辺国より多いものの、ヴィエトナム戦争当時に行われた暫定的な人材育成で

あったことから、医療従事者は十分な訓練を受けていない状況にある。このため特に妊産婦のケ

アが不十分な状況にあり、公的医療施設においては周産期障害が第一の死亡原因となっており、

妊産婦死亡率は1980年代から減少していない状況であった。

　このような背景のもと、ヴィエトナムの中でも特に貧困で、助産婦数が少ない北中部のゲアン

省をモデル地域として、妊産婦ケアにかかわる保健行政の強化および村でのサービスの向上を図

ることを目的とする内容のプロジェクト方式技術協力を1997年６月１日から３年間の予定で実施

した。

　1999年12月、ヴィエトナム側は実施中プロジェクトが３年間（専門家派遣期間は２年半）とい

う短期間の協力にもかかわらず成果をあげていることを高く評価したうえで、次期プロジェクト

を実施してほしいとの要請を行った。

　要請書によると、「リプロダクティブヘルスプロジェクト（フェーズ２）」の概要は以下のと

おりである。

（１）長期目標：ゲアン省の女性のリプロダクティブヘルスが改善される。

（２）短期目標

１）ゲアン省母子保健・家族計画センター（MCH/FPセンター）が、郡保健所（DHC）に

対しコミューン保健所（CHC）のモニタリングとフォローアップが可能なように支援を

行う。

２）DHCがCHCのモニタリングとフォローアップを行えるよう能力の強化をする。

３）CHCでのリプロダクティブヘルスが改善する。

４）女性や若者のリプロダクティブヘルスに対する知識が増える。

５）ゲアン省での生殖器系感染症（RTI）、人工妊娠中絶および妊婦貧血症に関する調査を

行う。

６）地域住民組織との協力関係を強化する。

７）関係各機関で記録、報告の制度が改善される。
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（３）期待される成果

１）CHCでのリプロダクティブヘルスサービスが改善される。

２）MCH/FPセンターおよびDHCのリプロダクティブヘルス推進にかかる運営能力が強化

され、継続性のあるものとなる。

３）ゲアン省内で郡/コミューン間のリプロダクティブヘルスサービスに関する格差が縮

小、改善される。

４）コミューンレベルの保健推進ネットワークが強化される。

５）ゲアン省で女性、若者のリプロダクティブヘルスに関する知識が向上する。

６）人工妊娠中絶および月経調整（MR）数を低減する。

７）妊婦の栄養状態が改善される。

（４）活動項目

１）ゲアン省MCH/FPセンターの運営能力向上のための活動

２）DHCのCHCに対する運営能力向上

３）コミューンレベルでのリプロダクティブヘルスサービス向上のための活動

４）RTI、人工妊娠中絶/MRおよび妊婦貧血症にかかる調査分析（Nam Dan, Nghi Loc,

Dien Chau, Nghia Dan, Yen Thanh, Thanh Chuong, Do Luong, Con Cuongの８郡を対

象）

５）ゲアン省の女性のリプロダクティブヘルスに関する知識、態度および行動の改善のため

の教育・啓蒙活動の促進

６）記録、報告の制度改善

７）コミューンレベルへの薬品、避妊具の十分な供給

（５）協力期間：2000年９月から５年間

１－２　調査団派遣の目的

　上記の要請内容および実施中プロジェクトの調査結果を踏まえ、以下のとおり短期調査を実施

する。

（１）以下の各項目について確認し、現地視察・調査を行い、その結果に基づき先方との協議を

行う。

１）プロジェクト協力の基本計画の確認・協力の方針、目的・活動内容

２）プロジェクト実施体制の確認・カウンターパート配置・予算措置・プロジェクト運営実
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施体制

３）プロジェクト開始後の暫定実施計画（TSI）の策定・専門家派遣計画・研修員受入計

画・機材供与計画

４）ローカルコスト支援計画

（２）プロジェクトサイクルマネジメント（PCM）手法によるワークショップを通じ、参加者

分析、問題分析、目的分析、代替分析を行い、日本・ヴィエトナム双方関係者合意のもと

に、プロジェクトの基本的な枠組みを構築する。また、補充調査により、プロジェクトデザ

インマトリックス（PDM）等の試案を作成する。

　なお、本件は2000年度から始まる事前調査と短期調査の一本化の最初のケースとなるが、

実施中のプロジェクト専門家が在任中であるという利点を生かし効率的な調査を行うととも

に、PDM案およびTSI案等についてもできる限り綿密なものを作成することが期待された。

１－３　調査団の構成

　　　　　　担　　当 　　氏　　名 　　　　　所　　　属

　団長　プロジェクト管理 石井(山口)澄江 (財)家族計画国際協力財団（JOICFP）

企画開発事業部長

　団員　保健婦/住民教育 及川みゆき フェリス女学院大学国際交流学部国際交流学科

　団員　助産婦教育 山口　雅子 大阪大学医学部保健学科助教授

　団員　PCM手法 薄田　榮光 ICネット株式会社
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１－４　調査日程

１－５　主要面談者

（１）ヴィエトナム側関係者

１）計画投資省（MPI）

Mr. Nhuyen Xuan Tien Senior Expert, Foreign Economic Relations Dept.

Ms. Nguyen Bingh Duong Expert, Dept. of Labour, Culture and Social Affairs

移　動　お　よ　び　業　務
日順 月日 曜日

石　井　団　長 山口団員 及川団員 薄田団員
宿泊地

１ 4/ 6 木 全日　東京→ハノイ（CX509/VN791） ハノイ

２ 4/ 7 金 午前　日本大使館表敬

　　　JICA事務所訪問、打合せ
午後　MPI、保健省訪問

ハノイ

３ 4/ 8 土 全日　資料整理 ハノイ

４ 4/ 9 日 全日　ハノイ→ヴィン移動 ヴィン

５ 4/10 月 午前　資料作成、連絡・調整

午後　保健局、人民委員会訪問

ヴィン

６ 4/11 火 全日　プロジェクトオフィスにて打合せ 東京→ハノイ（CX509/VN791）

ハノイ→ヴィン移動

ヴィン

７ 4/12 水 全日　プロジェクトオフィスにて日程調整、CHC訪問準備 ヴィン

８ 4/13 木 午前　イエンタイン郡チュンタイン CHC訪問
午後　プロジェクトオフィスにて CHC訪問準備

ヴィン

９ 4/14 金 全日　タンキー郡ギアタイ CHC訪問 ヴィン

10 4/15 土 全日　フングエン郡 DHC訪問、
　　　フォーカスグループインタビュー実施

ヴィン

11 4/16 日 全日　フォーカスグループインタビューの分析 ヴィン

12 4/17 月 全日　プロジェクトオフィスにて PCM ワークショップ準備、資料作成 ヴィン

13 4/18 火 全日　PCMワークショップ準備 ヴィン

14 4/19 水 全日　PCMワークショップ ヴィン

15 4/20 木 全日　PCMワークショップ ヴィン

16 4/21 金 全日　PCMワークショップ ヴィン

17 4/22 土 全日　PDM作成・検討 ヴィン

18 4/23 日 全日　PDM作成・検討 全日

ヴィン→ハノイ移動

ヴィン/

ハノイ

19 4/24 月 午前　合同委員会メンバーへの PDM説明会
　　　省運営委員との共同作業による

　　　PDM修正・完成作業
午後　資料整理

全日

ハノイ→東京（VN794/CX500）

ヴィン

20 4/25 火 全日　ヴィン→ハノイ移動 ハノイ

21 4/26 水 午前　説明会準備

午後　JICA事務所における政府および
　　　関係援助機関に対する説明会

ハノイ

22 4/27 木 午前　UNFPAとの会合
　　　（マルチ・バイスキーム）

午後　日本大使館への報告

　　　JICA事務所への報告
　　　保健省MCH/FP局への報告

ハノイ

23 4/28 金 全日　ハノイ→東京（VN794/CX500） －
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２）保健省（MOH）

Dr. Trinh Bang Hop Director, International Cooperation Dept.

Dr. Nguyen Phi Tuyen Senior Expert

Dr. Nguyen Dinh Loan Director, MCH/FP Dept.

Mr. Nhuyen Ngo Quang WB Project, MOH

３）ゲアン省

Mr. Le Van Hop Chairperson, People's Committee of Nghe An Province

Mr. Hoang Ky Vice Chairman, People's Committee of Nghe An

Province

Dr. Pham Ung Director, Provincial Health Service Dept.

Dr. Do Thi Mui Director, MCH/FP Centre, Nghe An Province

（２）日本側関係者

１）在ヴィエトナム日本国大使館

井村　久行 二等書記官

宮川　賢治 二等書記官

２）JICAヴィエトナム事務所

地曳　隆紀 所長

畠山　　敬 所員

渡部　晃三 所員

榎本　小弓 所員

（３）国際機関その他

Mr. Omer Ertur Representative, UNFPA

Mr. M. I. D. Davidsen Programme Officer, UNFPA

Ms. Nhuyen Bach Yen Programme Officer, UNFPA

Ms. Ritu Shroff Resident Advisor, Alliances for Adolescent RH,

UNFPA

Mr. Le Quoc Hung Programme Officer, FINIDA

Dr. S. Van Laere-Fischer Consultant on Training in Sexual and RH, GTZ

Ms. Hoang Bich Thuy Programme Officer, Pathfinder

Dr. Vu Quy Nhan Senior Advisor, Population Council

Mr. Koichiro Watanabe Representative, Save the Children of Japan
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２．調査概要

２－１　活動・視察内容

　活動は大きく分けて下記のように実施した。

（１）日本大使館、JICAヴィエトナム事務所に対する調査団の目的説明と報告。

（２）ヴィエトナム側関係機関（保健省および計画投資省）においての情報交換、収集、目的説

明および報告。

（３）ゲアン省内のプロジェクト実施地区（イエンタイン郡）とプロジェクト未実施地区（タン

キー郡）を訪問し、現行プロジェクトの進捗状況および、プロジェクト未実施地区のニーズ

調査の実施。

（４）PCMワークショップの準備の一環として４回のフォーカスグループインタビューをプロ

ジェクト未実施地区（フングエン郡）で実施。

（５）３日間のPCMワークショップの実施。

（６）省の運営委員会メンバーとのPDM作成。

（７）ハノイのJICAヴィエトナム事務所においてのドナー（国連・国際機関・NGO等）および

ヴィエトナム側関係各省、局の担当者に対するdebriefing meetingの実施。

（８）UNFPAとの人口特別機材供与プログラムについての打合せ

（９）日本大使館・JICA事務所報告。

２－２　活動および視察の結果

（１）プロジェクト実施地区（イエンタイン郡）とプロジェクト未実施地区（タンキー郡）を

　　　訪問し、現行プロジェクトの進捗状況および、プロジェクト未実施地区のニーズ調査

　プロジェクト実施地区のうちで最も成果のあがっている郡のひとつであるイエンタイン郡

とプロジェクト未実施地区タンキー郡との差は歴然で、イエンタイン郡のCHCはJICAの再

研修を受けたスタッフが改築されたCHCで自信をもって活動していることがはっきりうか

がえた。CHCの改築についても世界銀行（以下、世銀）からの補助額の２倍にあたる金額

を村人が出し合い、規模を拡大していた。また日本政府の草の根無償資金協力によって新築

されたトイレ、シャワー室なども適切に使用、維持されていた。

（２）PCMワークショップの準備の一環として、４回のフォーカスグループインタビューを

　　　プロジェクト未実施地区（フングエン郡）で実施

　妊婦、出産可能年齢の女性、男性の若者、および女性の若者と４グループに分けてリプロ

ダクティブヘルスニーズの調査を実施。詳細は３章のPCMワークショップ実施記録および
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附属資料を参照されたい。プロジェクト未実施地区の住民のニーズ把握を目的としたが、妊

婦のインタビュー結果以外は、残念ながらあまり参考にならなかった。JICAのミッション

と聞き、郡とコミューン側で事前の準備をしてしまい（ディスカッションの参加者の選択と

参加者に対するトピックについての事前の説明や情報の提供など）、住民の率直な意見が出

てこなかったことが一因である。それでも幾つか有益な情報としては、人口問題や家族計画

の必要性についての情報はかなりいきわたっているものの、母子保健や女性の健康を含む幅

広いリプロダクティブヘルスに関する知識・情報はニーズが高いにもかかわらず大幅に欠如

している。妊娠中のケアや出産後のケアについての知識、情報が求められている。若者に

とってCHCは病人や妊婦が来るところであり、若者が情報やサービスを求めて来られる場

所ではない。青年連合が情報提供やサービスの一翼を担うことを求めている。

（３）PCMワークショップの実施

　詳細は３章の報告を参照されたい。2000年５月31日で終了する現行プロジェクト（フェー

ズ１）立ち上げ時のワークショップ（1997年11月実施）と比べると、ワークショップの結果

に明らかな違いが認められた。1997年時のPDMにおいての成果（Output）を見ると、単に

CHCを中心としたヘルススタッフの質の向上、必要な医療機材や設備の向上、巡回チーム

の能力向上、リプロダクティブヘルスのIECの向上などがあげられている。このPDMを見

ただけでは何のプロジェクトなのかほとんど理解できない。一方、今回のPDMにおいては、

プロジェクトの目的（Project Purpose）を達成するのに必要な活動目的が成果（Output）

に示されている。PDMによってプロジェクトのめざす内容が明確にわかるものとなってい

る。これは参加者の多くが1997年のPCMワークショップに参加した経験があること、プロ

ジェクトの実施を通してリプロダクティブヘルスの向上には何をすべきかの目的意識が明確

になってきたこと、目的達成のための成果を具体的にイメージできるようになったこと、プ

ロジェクトフェーズ１の最終評価プロセスを通じてPDMの意味を理解し始めたこと、そし

て日本人専門家もPDM作成にあたってどのようなインプットが必要とされるのかが理解で

きた等によるものと思われる。

（４）省の運営委員会メンバーとのPDM作成

　３日間のワークショップではPDMを完成することは不可能で、PDMを仕上げるため、省

の運営委員会メンバーとPCMワークショップの後２日間のミーティングを実施した。上述

したように、フェーズ１とフェーズ２のPDMの間ではっきりとした変化が見られたが、こ

の変化の原動力となった意識の変化は省の運営委員会メンバーの間で最も顕著にみられた。

省の運営委員会メンバーは全員が省のMCH/FPセンターのスタッフであり、ゲアン省全体の
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リプロダクティブヘルスプログラムの実施責任を担うグループであることを考えると、プロ

ジェクトの定着、継続、自立発展性に向けて大きく前進しているといえる。

（５）ハノイのJICAヴィエトナム事務所においてのドナー（国連・国際機関・NGO等）および

　　　ヴィエトナム側関係各省、局の担当者に対するdebriefingの実施（附属資料③）

　計画投資省、保健省、GTZをはじめとする二国間援助機関、世銀、UNFPA等の国連国際

機関、そしてポピュレーションカウンシル（PC）等国際NGOが参加。JICA側は今回の調

査団代表として石井団長が、また現行プロジェクトの日本人専門家として勝部チーフアドバ

イザーと渡邉専門家の２人が、そしてゲアン省からはMCH/FPセンター所長であり、省の運

営委員会の委員長であるムイ医師が参加した。このミーティングの目的は、ヴィエトナム側

政府関係者に対する調査団報告とドナー間の情報交換による援助協力の調整にある。

　計画投資省および保健省からは内容的に特に目立ったコメントはなかった。保健省の国際

局のホップ局長からフェーズ２のプロジェクト期間が５年は長いのではないかとのコメント

があったが、ゲアン省側の要請であること、すでにこのプロジェクトプロポーザルは首相府

の了承を得ている（by計画投資省）ことを説明した。ゲアン省にプロジェクトをもつ世銀、

GTZそしてフィンランドの大使館からは、今後も情報と意見交換を密接に実施することを確

認。世銀とは改めて世銀、ゲアン省、JICAの間で調整会議を開くこと、GTZが2001年から

新しいプロジェクトを実施する予定であることを前提に、GTZとは今後も密接な情報交換を

することで同意をした。UNFPAとは今後もお互いにプロジェクトで開発した教材、資料な

どの相互の有効活用を図ること、技術協力の可能性を検討することなどで同意した。PCに

は調査報告書（特にRTI調査）や関連情報の提供を依頼し、了承を得た。

（６）UNFPAとの人口特別機材についての打合せ

　UNFPAヴィエトナムの代表が1999年11月に交代したこと、および従来UNFPAのリプロ

ダクティブヘルスプロジェクトで中心的な役割を10年以上担っていたシニアスタッフが交代

したことなどの理由から、日本大使館井村書記官、JICA渡部職員およびJICAリプロダク

ティブヘルスプロジェクト勝部チーフアドバイザーとともにUNFPAを訪問し、人口特別機

材供与のスキームについて説明するとともに今後２年間の要望調査を実施した。UNFPA代

表のオマール・エルツール氏は現在のところ、今後２年間継続してコンドーム供与を希望し

ている。またエルツール代表より調達にあたってヴィエトナム産のコンドーム調達の希望が

出されたところ、渡部職員よりJICAがすでに実施している旨の説明があった。エルツール

代表は補足としてコンドームの供与は他のドナーにも幅広く依頼をしているため、他のド

ナーからの供与で予測される需要量が賄える見通しが立った場合、日本の人口特別機材供与
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のスキームでは初年度（1998年度）のような教材の供与を希望していると述べた。UNFPA

は2001年より新しいプログラムサイクルに入るため新規のプロジェクト地区（省）を選定し

ている。また、UNFPAはゲアン省のKy Son郡で国連麻薬撲滅プログラム（UNDCP）に協

力し、一部のコミューンでリプロダクティブヘルス関連プロジェクトを実施している。この

プロジェクトに対しJICAのリプロダクティブヘルスプロジェクトが人材養成、機材供与な

どですでに協力を実施しており、フェーズ２においても協力を継続・強化することで合意し

た。

２－３　総　括

（１）プロジェクトフェーズ２に対するゲアン省側の要望と実施戦略

　ゲアン省側は、プロジェクトフェーズ２においてゲアン省全体をカバーすることを強く望

んでいる。ゲアン省側の要望に応えるためには、次のような戦略が必要だと考える。

１）フェーズ１においてプロジェクトを実施した８郡のうち、特によい成果があがっている

２～３郡をモデル郡として選定し、モデル郡を中心にゲアン省内での南南協力を実施す

る。このマイクロレベルの南南協力を実施するために、MCH/FPセンターとゲアン省保健

局の調整、運営管理、技術指導等の能力を強化する。また、モデル郡の技術指導およびモ

ニタリング能力の強化を図る。

２）プロジェクトをゲアン省全体に拡大する場合、フェーズ１とは異なり、日本人専門家が

すべてのプロジェクト地区を訪問し、技術協力の直接対象とすることは不可能である。上

述のようにマイクロレベルの南南協力を実施しながら、日本人専門家が直接的に技術協力

の対象とするのは、フェーズ１でモデルとなる２～３郡と、フェーズ２で新しくモデルと

して育てる２～３郡、合計４～６郡とすることを助言したい。モデル郡の選択は、日本人

専門家とゲアン省の運営委員会との共同作業によって実施する。

３）またモデル郡を前面に出し、日本人専門家はそのモデル郡を後方支援するマイクロレベ

ルの南南協力を実施することにより、プロジェクトのオーナーシップをさらに高め、

フェーズ２終了後のプロジェクトの持続性と自立発展性の確立をめざす。

４）拡大地域に対する協力の内容、活動を明確にする。フェーズ１において実施した協力内

容のうち、CHCに対するパッケージ協力（スタッフの再教育、医療機材の供与および施

設の改善）とDHCに対する運営管理、モニタリング能力強化プログラムは最もニーズが

高い。CHCに対するパッケージ協力のうちCHCの施設の改善に関しては日本大使館の草

の根無償協力資金を２年間供与されて実現している。最終評価においても高い評価を得た

草の根無償資金協力による施設の改善は今後も継続して実施したい。日本大使館の協力を

お願いしたい。
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（２）フェーズ２における新しい要素

１）新たに加わる活動

　フェーズ２では、今までリプロダクティブヘルスを向上するのに必要であっても、時間

的な制約のなかで実施できなかったコンポーネントが加わっている。

　ひとつは人工妊娠中絶を減らすための指導技術とカウンセリング技術の向上であり、他

のコンポーネントはRTIを減らすために必要な調査と保健医療スタッフの計画立案・実施

能力の向上である。ヴィエトナムで第３位の人口をもつゲアン省においてこの２つのコン

ポーネントが実施され、蓄積された情報と経験を提供できることになれば、ヴィエトナム

のリプロダクティブヘルス向上に大きな貢献が可能になる。ハノイで実施したドナー機関

およびヴィエトナム政府関係機関に対するdebriefingにおいても、参加者からこの２つの

コンポーネントの必要性が指摘され、実施によって得られる情報、経験の提供を求められ

た。

２）省内の多様性に対する配慮

　プロジェクトの拡大地域には多くの少数民族の居住区がある。少数民族については日本

人専門家が直接技術協力の対象とするのではなく、MCH/FPセンターを中心にゲアン省内

のマイクロ南南協力を推進しながら、リプロダクティブヘルス推進を図る計画である。ま

た、ヴィエトナムにおいて少数民族を対象に活動しているNGO等の経験も学びながら、

少数民族のニーズに配慮したリプロダクティブヘルス推進アプローチの開発とトレーニン

グが今後必要とされる。

（３）住民に直接届く国際協力

１）ヴィエトナムのリプロダクティブヘルスプロジェクトは、日本における人口・リプロダ

クティブヘルス分野において最大の国際協力NGOであるJOICFPがJICAに全面的に協力

して、実施されている。25年以上にわたるJOICFPのノウハウを最大限に活用し、フェー

ズ２ではより住民に近い国際協力をめざすべきである。フェーズ１において住民に対する

健康教育のニーズが高いことが、過去実施された調査団および短期専門家から指摘されて

いる。住民に直接届く質のよい健康教育を実施するために、下記のような日本の戦後の住

民参加による保健活動の経験を活用すべきである。

２）今回のPDM作成のプロセスで「IEC（広報教育）」と「Guidance and Counseling（指

導とカウンセリング）」の実施主体の違いが明らかになった。「IEC」は女性連合、青年

連合等の大衆団体が、「Guidance and Counseling」は保健スタッフが実施主体となる。

ヴィエトナムにおいては従来「IEC」の必要性が強調されがちだが、フェーズ２のPDM

は女性連合に対するIECの強化を図りながらも、保健スタッフの「Guidance and Counse-
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ling」能力向上をめざしている。フェーズ２においては、保健スタッフの指導技術を向上

させることで、ゲアン省のカウンターパートから要望の強い「両親学級」をはじめとする

住民―特に女性―の健康教育を推進することをめざしている。

３）また、上記の日本人専門家が直接技術協力を実施する郡を決定した後、フェーズ１でプ

ロジェクトを実施していたモデル郡については、フェーズ１において岡本、芦沢両専門家

より日本の地区組織として紹介のあった「愛育班」活動の導入を図る。「愛育班」活動の

普及は、①フェーズ１のプロジェクト郡から実施に向けての強い要望があったこと、②ゲ

アン省の女性連合をはじめとする地区組織が「愛育班」を導入しやすい環境にあること、

および　③「愛育班」の活動を通してフェーズ１では届かなかったコミューンの下部組織

であるハムレットまでプロジェクト活動を拡大することが目的である。

（４）実施体制

１）合同委員会

　合同委員会においてフェーズ１とフェーズ２の違いは委員長の交代である。ゲアン省人

民委員会の教育・保健担当副委員長を３期（15年）にわたって務めたグエン・ティー・ハ

ン氏が定年退職し、代わってホアン・キー氏が選出された。ホアン・キー氏は省人民委員

会の副委員長としてすでにこのプロジェクトの推進にあたっているが、なるべく早い時機

にカウンターパート研修で訪日する機会をつくる必要がある。

２）プロジェクト運営委員会（省・郡・コミューン）

　プロジェクトの実施にあたっては、プロジェクトの合同委員会のもとにフェーズ１にお

いて組織された省、郡そしてコミューンレベルの運営員会を、フェーズ１の地域では継

続、フェーズ２の拡大地域においては新設する。運営委員会は各地域レベルにおいてJICA

プロジェクトの運営に関する最高責任を負い、またプロジェクト推進の原動力となる。リ

プロダクティブヘルスの草の根プロジェクトを実施するにあたって最も重要な組織であ

る。

３）草の根組織（女性連合・青年連合）

　女性連合は、フェーズ２においてさらに重要な役割を果たすことになる。フェーズ１に

おいて各コミューンから５人の女性連合のメンバーが選ばれ、研修を受けた後JICAプロ

ジェクトをコミューンレベルで推進している。この方式はプロジェクトの拡大地区にも適

用されるべきである。フェーズ２において住民教育を推進するには女性連合の協力が不可

欠になる。また、自立発展性を考慮し、リプロダクティブヘルス推進に向けての女性連合

独自の企画も奨励しながら、協力を推進すべきである。

　その一方でフェーズ１においてはあまり連携をもたなかった青年連合との協力を積極的
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に推進する必要がある。現在ヴィエトナムは若者の人工妊娠中絶数の増加に苦慮してお

り、政府の関係者からもこの問題に対する関心が数多く表明されている。フェーズ２にお

いて人工妊娠中絶数を減らすことがプロジェクトアウトプットのひとつとなっていること

に鑑み、青年連合との協力関係のあり方等も含め、再度草の根組織との連携戦略を見直

し、必要であれば修正する必要がある。

４）日本人専門家協力（地理的・活動内容）

　フェーズ２においては日本人専門家が直接関与する地区を限定する。フェーズ１のモデ

ルとなる数郡とフェーズ２においてモデルとするべき数郡を選定し、フェーズ１のモデル

郡については住民の健康教育推進コンポーネントのパイロットプロジェクトを実施し、

フェーズ２のモデルとすべき郡についてはフェーズ１の成果を南南協力によって定着させ

るべく後方支援を行う。フェーズ１、フェーズ２、それぞれのモデル郡選定にあたっては

省の運営委員会、郡運営委員会そして日本人専門家との協議で実施する。

（５）拡大へ向けての戦略

　ゲアン省の経験をさらに広く生かすために、フェーズ２においてはゲアン省の経験を広く

他の省にも提供することを考えていくべきである。考えられる方法を以下にあげる。

１）保健省のMCH/FP局と合同で、ゲアン省においてヴィエトナム北部のMCH/FP局主

催の会議を実施。そのなかでゲアンのケースを紹介する

２）ゲアン省において近隣の省を招待し、ワークショップを開催する

３）ドナー会議等を通じ積極的にゲアンの成果を広報する

４）他のプロジェクトやNGOも含む実施機関と積極的な情報交換を図る

２－４　団員所感および提言

（１）助産婦教育領域（山口雅子　大阪大学医学部保健学科）

１）活動内容および所感

①　フィールド視察・調査

　PCMワークショップの開催に先立って、プロジェクト実施地区とプロジェクト未実

施地区のCHCやDHCを訪問し、施設状況、データ情報管理、技術レベル等の相違点や

問題点を把握した。MCH/FPセンターでは、Dr.ムイが日本でカウンターパート研修を

受け、父親母親になるための準備教育の必要性を実感し、帰国後、両親学級が設けられ

ていた。妊婦健診の受診率が低いヴィエトナムにおいて、母親だけでなく父親も妊娠・

出産・育児等について学ぶために両親学級に参加するということは、画期的なことと思

われた。
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　プロジェクト実施地区のDHCの手術室には、JICAの援助により空調設備（クー

ラー）が設置され、窓を閉めての手術が可能となっていた。空調設備により手術室にカ

ビが生えたり、虫が入る心配もなくなっていた。手術室用の手洗い装置も設置されてい

た。またCHCでは、再教育を受けた助産婦が自信をもち、生き生きと働いているように

感じられた。３日ほどの分娩入院の後、分娩時外陰部裂傷で縫合術を受けるなど何らか

の異常があった者は、およそ分娩後７日目に母子ともにCHCを受診し、それ以外の異常

なく分娩経過した者の所には家庭訪問し、褥婦と新生児のケアを実施しているとのこと

であった。分娩室等の手洗い水も確保され、臍帯切断面の処置も清潔になされているよ

うであった。分娩直後から新生児に母乳を含ませていた。

　次にプロジェクト未実施地区の調査の結果について述べる。妊婦健診は３～４回受診

のことという通達により、プロジェクト未実施地区でも妊婦には妊婦健診が勧められて

いる。しかしながら健診の内容は、腹囲、子宮底の計測のみであった。妊娠中毒症の３

徴候である浮腫（むくみ）、高血圧、尿蛋白は調べられていなかった。貧血も検査され

ていなかった。妊婦に貧血があると分娩時に異常出血を来しやすく、感染の危険性が増

えるといわれている。さらに胎児は出生後３カ月くらいの間に必要な鉄分を体内であら

かじめ保存しておく必要があり、妊婦が貧血でないということは母子にとって重要なこ

とである。体重測定も確実に行われているようではなかった。浮腫については触診でわ

かることであり、助産婦の知識さえあれば、妊婦健診に取り入れられる項目である。血

圧についても血圧計がCHCにも備え付けてあり、助産婦が血圧測定の必要性と血圧の測

定法を習得すれば妊婦健診で血圧測定が行える。聴診器は破損していたので修理が必要

である。貧血も顔面蒼白、心悸亢進、疲労感、めまいなど自覚症状や視診である程度把

握できるものと思われる。体重計も設置されており体重測定は可能である。助産婦もコ

ミューンヘルスワーカーもやる気の感じられる人々であった。知識のなさから、何が妊

婦にとって必要なことか、自分たちが何をする必要があるのかが理解されていないよう

に思われる。出産時の児の体重は、CHCでは測定されていたが、コミューンヘルスワー

カーが介助するお産では、測定されていなかった。CHCの計測値も児体重が3500ｇや

4000ｇなど大雑把な数字で記録されてあった。これは体重計に母親と児が一緒に乗り測

定し、母親の体重をその後引くというものであることと、児が着物を着て測定すること

が原因と思われる。

　昨年の出生児数を尋ねたのであるが、台帳と１割近くも違いがあった。そのことを問

うと記入漏れとのことであった。以前から指摘されていることであるが、報告書の形態

が複雑で種類が多く統一性がないこと、統計の重要性が理解されていないことがよくわ

かった。
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　分娩時の外陰部消毒や臍帯断面の消毒など実際に十分行われているのか不明である。

消毒液はあったが、有効期限がすでに切れているように思われる（有効期限が表示され

ていない）。臍帯尖剪などの器具は煮沸消毒を20分行っているとのことであったが、実

際の場面は見ていない。分娩介助に使用する器具の消毒法について、コミューンヘルス

ワーカーはアルコールで消毒していると答えた。

　DHCは、CHCに対して現状を把握し、管理したり指導するという考えをもっていな

いように感じられた。聴診器の修理などもCHCが自分たちの予算で修理する必要がある

らしい。DHCでは、出生児の体重測定は行われていたが、児を秤の皿に乗せるとき落

ちる危険がある体重計であった。手術室は、カビが生えており、清潔とはいえない状況

であった。

　フィールドを視察することで、プロジェクト実施地区とプロジェクト未実施地区にお

いてスタッフの意識や施設状況等に格差があることが明らかになった。

②　フォーカスグループインタビュー

　ワークショップでは補えないCHCに対する要望や問題等を把握する目的で、受益者

（妊婦、Women in Reproductive Age (WRA)、若者）を対象としたフォーカスグルー

プ討議をそれぞれのグループを対象として行った。日本側は、モデレーターのタム氏と

あらかじめ打ち合わせておき、タム氏は、質問項目に沿ってインタビューを行った。妊

婦グループからは、どこの国の妊婦でも変わらないと思われる自分と胎児の健康を気遣

う声が聞こえた。妊娠中避けることとして過労、喫煙、飲酒、抗生物質、殺虫剤や化学

薬品などもあげられた。殺虫剤や化学薬品は日本では妊婦の関心事項としてあまり取り

上げられることがないように思う。農村部ということで、田んぼへ化学薬品を噴霧する

姿はあちこちで見受けられたが、ヴィエトナム戦争における枯葉剤による胎児への影響

などを身近に見聞したことからくる化学薬品に対する心配が大きいのではないかと思わ

れた。妊娠中のセルフケアであるが、休養、栄養や殺虫剤を浴びない（農家の主婦なの

で）ことなどに気をつけているようであるが、本人の努力だけでは実際実行できないよ

うであった。母体の清潔についても知識があり、清潔を心がけているようであった。

CHCに対して肯定的にとらえているものだけが集められたとも考えられるが、参加者た

ちは、CHCの妊婦健診その他の業務を好意的にとらえていた。要望としては、妊婦健診

時の指導など母子ケアのさらなる充実があげられた。異常産になるとDHC等に転送す

る必要もあり、分娩費用もかさむことも話題に出た。

　リプロダクティブエイジの女性に対するインタビューでは、望まない妊娠を避けたい

ということが、健康に関する関心事として取り上げられ、IUDについての広報活動がい

きわたっていることがわかった。CHCに対する要望は少ないが、清潔で安全なお産と子
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供に対する体重測定や予防接種、ビタミン剤の配布、RTIや異常産にも対応できるよう

にCHCの設備の充実があげられた。

　独身20代男性グループに対するインタビューからは、性に関する情報は、テレビ・ラ

ジオの健康教育番組やDHCの家族計画スタッフから得ていることがわかった。性感染

症（STD）や性に関するより多くの情報を欲しているようであった。婚前に性交渉をも

つことはよくないと答えながらも、コンドームが既婚男性だけでなく未婚の男性にも手

に入ることを希望していた。独身の20代女性のインタビューにおいても、性に関する情

報源は、マスメディア（テレビやラジオ）であった。本や友人や教師からも情報を得て

いた。CHCやDHCから情報や指導を望んでいた。彼らは、CHCから配布された本でイ

ンタビュー前夜に性に関して勉強したそうである。

　参加者は事前に性に関するパンフレットを読んで勉強するなど情報にバイアスがか

かったことは、街頭インタビューでもないので、やむを得ないと思われる。少々偏った

情報源ではあるが、フォーカスグループ討議でのみ把握できるような受益者からの貴重

な情報が得られた。

③　PCMワークショップ

　省実施者グループ、プロジェクト実施者グループ、プロジェクト未実施者グループの

３グループに分かれて検討を進めた。報告者は未実施者グループに入った。ワーク

ショップの結果は、３グループによる大きな違いはなく「ゲアン省のWRAにおけるリ

プロダクティブヘルス状況はよくない」ということが確認された。また、直接原因につ

いては、RTI、子供の数、栄養、妊娠関連の疾患、人工妊娠中絶へと集約された。中心

目的は「ゲアン省のWRAにおけるリプロダクティブヘルス状況が改善される」となっ

た。その後３グループに分かれて協議を行った。各グループのアプローチは以下に示

す。

　＜省実施者グループ＞

　妊娠・出産管理の推進アプローチ（以下アプローチを省略）

　保健医療従事者の再訓練

　人工妊娠中絶に対するIEC活動

　RTIの低減

　栄養教育

　＜プロジェクト実施者グループ＞

　保健医療従事者、人民委員会、女性連合によるIECとカウンセリングの向上

　CHCスタッフの技術能力の向上

　CHCにおける衛生環境と衛生の実践
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　＜プロジェクト未実施者グループ＞

　妊産婦に対するIEC

　CHC、DHCの保健医療スタッフの知識・技術の訓練

　リプロダクティブヘルスガイダンス

　WRAの衛生環境の改善

　妊産婦健診の推進

　翌日カウンターパート機関であるMCH/FPセンタースタッフと日本側との合同ワーク

ショップでアプローチの選択を行った。省実施者グループで確認された妊娠・出産管理

の推進、保健医療従事者の再訓練、人工妊娠中絶に対するIEC活動、RTIの低減、栄養

教育アプローチに、おおむねプロジェクト実施者グループと未実施者グループのアプ

ローチも含まれていた。そこで上記の５つのアプローチについて、13のクライテリアを

使って評価・検討を行った。その結果、栄養教育アプローチは客観的にも他のアプロー

チに比べ、課題が大きいことが認識された。このアプローチは、低栄養の妊婦に食料の

配布をするなどJICAが手を引いた後の継続性は低いと思われた。なお栄養教育アプロー

チは、実施、未実施者グループは、取り上げていなかった。

　プロジェクト目標は「ゲアン省のリプロダクティブヘルスサービスが向上する」と

なった。プロジェクトのめざす方向がより鮮明になった。報告者は、帰国のためハノイ

へ出発し、その後、残りのメンバーによりPDM案が作成された。最終的に栄養教育ア

プローチは、プロジェクトの成果に含めないことになった。

　PCM手法によるワークショップは、結果的には省実施者グループ、プロジェクト実

施者グループ、プロジェクト未実施者グループの３グループ間で大きな違いは認められ

なかった。省実施者グループあるいは運営委員会のメンバーと日本側関係者でプロジェ

クトの基本的枠組みを構成しても３グループ参加によるものと大差はないワークショッ

プの結果になっただろう。しかし、たとえ結果が同じであっても、３グループが分かれ

てPCMワークショップを実施したことは、次期プロジェクトによい効果をもたらすと

思う。PCMの参加型すなわち次期プロジェクトに関係するであろう省レベルから初級

助産婦、女性連合メンバーなどが参加したことで自分たちがPDM作成に参加したとい

う自覚が次期プロジェクトに主体的な参加を促すと考える。日本人も同様であるが、省

レベルの人と未実施者グループの人が同じ１つのグループのメンバーであれば、未実施

者グループの人は、積極的に自分たちがPCMに参加することなく、省レベルの人に同

意するだけであったことが容易に推測できる。PCM本来の特長である、さまざまな立

場の人の意見を平等に取り上げることにはならなかっただろう。未実施者グループに

入ってワークショップに参加し感じたことは、問題分析から目的分析などの変換は一生
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懸命考えられるが、論理的に何が問題なのかなど答えのないことを考えることが難しい

ように思われた。彼らは、皆で話し合って考える経験や自分の意見を述べるという経験

が、学校教育や社会生活を通じて少ないようで、ワークショップは簡単には進まなかっ

た。しかし参加者にとっても、今回のワークショップに参加したことは、よい経験に

なったのではないだろうか。

２）提言

　1997年から開始されたリプロダクティブヘルスプロジェクト（フェーズ１）の専門家の

協力により、効率的な調査が行われた。PCMワークショップの参加者は、本来ならば、

このようなPCMワークショップに慣れた適切な人選が必要ではある。しかしながら、プ

ロジェクト未実施地区をはじめ適切な人材が少ないのが現実であり、さまざまな立場の代

表者から平等に意見を聞くことは難しい。今回のPCMが成功したとするならば、適切な

人材がいないなか、参加者の人選やグループ分けなどに尽力された現専門家によるところ

が大きい。

　次期プロジェクトにあげられているRTIに関しては、まず対象地域のRTIの現状を知る

ことが先決であると思われる。実際、どれくらいの感染者がいるのか、症状の程度やどの

ような菌による感染なのかを知らなければ対策も講じられないし、プロジェクトの結果の

指標も立てられない。IUD挿入により子宮内の炎症が起こり、この炎症作用により受精卵

の着床が妨げられ、避妊効果をもたらすとも考えられている。単にIUD挿入により炎症が

起こっていることをRTIと考えているなら、RTIの問題はさほど大きな問題ではないだろ

う。分娩、人工妊娠中絶やIUD挿入を安全で清潔に行うことと産後や中絶手術後の清潔の

保持や安静で、感染は防げる部分も大きいのではないだろうか。RTIのなかでもSTDに関

しては、コンドームの使用を進める必要があるだろう。売春などを容認する社会では、エ

イズの蔓延も今後大きな問題となることが懸念される。女性用のコンドームについても検

討することが必要だろう。少なくとも買春行為を行うときは、コンドームを使用すること

を徹底させねばならないだろう。STDは、カップルで治療する必要性についての啓蒙活動

も必要であろう。

　人工妊娠中絶に対するIEC活動に関しては、フォーカスグループインタビューの結果よ

り、テレビの教育番組での啓蒙活動が大きな力になることがわかった。テレビ局との協力

も効果的な活動になるだろう。テレビ局や高校等の学校教育の場に講師を派遣したり、プ

ログラム作りや教材の提供などの活動も考えていくとよいと思う。IUDが広く勧められて

いるようであるが、RTIの低減アプローチともつながるのであるが、IUDを挿入していて

も感染予防のためにコンドームの使用を勧めることが必要であろう。IUDによる不正性器

出血、疼痛や骨盤内感染症など副作用が出た場合は、コンドーム、ピルやペッサリーなど
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代替の避妊法に関するアドバイスが必要であろう。フォーカスグループインタビューで青

年グループが、未婚者に対する避妊、STD予防のためコンドームの簡単な入手を望んでい

ることがわかった。コンドームの入手方法について青年団などと協議し、確実にたやすく

必要な者の手に入る方法の検討が必要であろう。男性の不妊手術に関する誤った偏見をと

る啓蒙活動も必要であろう。男児願望などは地域の文化や意識などの影響が大きく、容易

に変えられる問題ではないが、マスコミを使ったキャンペーンなども行う価値はあるかも

しれない。

　栄養教育アプローチに関しては、日本では低所得の妊産婦および栄養強化を必要とする

乳幼児に対して栄養食品（牛乳など）を配布している。しかしながら対象者の選定などの

問題もヴィエトナムでは難しく、日本の援助がなくなったときの継続性の面からも栄養不

足の妊婦に食品を配布するアプローチは不可能であろう。妊娠・出産管理の推進アプロー

チのひとつに栄養教育も含めて考えるならば、妊婦の体重測定を実施し、体重増加量の少

ない者に対しては、本人に指導することができる。フォーカスグループインタビューや

PCMワークショップに参加して感じたことは、女性連合の幹部など力をもっている人の

意見に他の者は従う傾向にあるということである。このことをプラスにとれば、力のある

人の協力が得られれば物事は進めやすい状況であると考えられる。そこでコミューンで力

をもつ婦人連合等の方から、家族に妊婦が十分な栄養をとることと過重な労働を避ける必

要性を理解してもらうように要請してもらうのもひとつの手かもしれない。両親学級を押

し広げ、夫や舅姑に妊婦が必要な栄養を摂取し、妊婦に過大な労働をさせないで十分な休

養をとらせることを啓蒙するのもひとつの方策かもしれない。妊婦のインタビューやPCM

ワークショップでも貧血対策に鉄剤の配布を望む声が聞かれた。鉄剤よりも食物から栄養

をとればよいこと、鉄剤は万能薬ではないことを妊婦や助産婦に知らせる必要があると思

われた。また貧血は鉄欠乏性だけでなく、腸管寄生虫による貧血も考慮することが必要で

あろう。

　フォーカスグループインタビューについては、人選などでバイアスがかかることはやむ

を得ないが、比較的妊婦からは生の声が聞けたように思う。万国共通、胎児と自分の健康

を気遣う妊婦たちであった。プロジェクト未実施地区のCHC見学やPCMワークショップ

ではプロジェクト未実施者グループに参加したことで、そこで働く助産婦たちの助産に関

する能力の一端を知ることができた。CHCの役割のひとつに異常の早期発見があると思

うのだが、早産などの兆候である子宮の収縮について理解されていないようであった。出

血があれば異常と考えているとのことであった。助産婦の知識が向上し、適切な判断がで

きれば、頻回あるいは強い子宮収縮があれば休養をとらせることで早産が未然に防げるこ

ともあろうし、DHCなど時期を逸せず受診させることもできると思われた。妊婦の死亡
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や未熟児出産に結びつく妊娠中毒症についても理解されていないようであった。CHCで

働く助産婦等の知識と技術の向上のための再教育は、次期フェーズでも中心に置いて続け

ていく必要がある。

　記録や報告の制度について、すでに問題が指摘されているが、実際プロジェクト未実施

地区の出産台帳などを見て、そのとおりだということがわかった。何も記録を残していな

いわけではなく、それぞれが煩雑な記録を行っているのだが、それが正しく集計されてい

ない。統計処理するための基準をきっちり決め、その基準を皆に周知させることが必要で

ある。たとえば出産数に死産を含めるのか、生産だけをとるのかなどである。また児の体

重、特に低出生体重児を報告する必要性についても周知させることが必要だろう。児を裸

で計ることも必要であろう。計測用計りの正確性のチェックも必要である。市場では米屋

も魚屋も乾物屋もきっちり計り売りをしており、医療関係者が計測の必要性を理解すれ

ば、体重などはすぐに測定できるであろう。未実施地区のCHCの助産婦は、出生時に体

重を計測していなくても予防接種や乳児健診時に測定するからよいと考えていた。プロ

ジェクト未実施地区のCHCでは、CHCの近くに住む産婦も自宅でコミューンヘルスワー

カーの介助でお産をしている。CHCの分娩室には分娩台が備え付けられてあるだけで、

安全面や清潔面などに自宅分娩との違いが感じられないのだと思われる。初級助産婦の知

識や技術が向上し、施設や分娩介助物品も整備され、同じ分娩介助でもCHCはサービス

の質が違うというようにならなければいけないだろう。そうでなければ家族に囲まれて住

み慣れた自宅でお産をするほうが精神的なメリットも多い。妊産婦死亡率を下げるという

最終的な目標に向けて、国をあげて妊婦健診回数を増やしている。次には健診サービスの

内容の向上が問われていると思う。腹囲、子宮底の測定、体重測定、血圧測定や浮腫を健

診で調べる。できることなら、血圧や浮腫のひどい者にはテストテープを使った簡便な尿

検査がCHCで実施できれば望ましいと思う。異常の早期発見に努め、妊娠中毒症や早産

を未然に防ぐ。分娩は清潔に取り扱い、産褥熱の発生を抑える。新生児の臍帯切断には特

に注意し、清潔な鋏の使用と切断面の消毒に留意し、新生児破傷風を防ぐ。保健指導を実

施する。助産婦などの能力が向上し、CHCにおける妊婦健診の質を高め、安全で清潔な

お産ができるようになり、異常の早期発見さらに患者を速やかにDHCなどにリファーで

きるようになれば、CHCに対する信頼が高まり、住民がCHCの提供するIEC活動などの

プログラムに積極的に参加するようになり、さらにリプロダクティブヘルスの改善が図れ

ると思う。

　信頼性のある客観的な数値を出し、プロジェクトのモニタリングやアプローチを実施し

たことに対する評価の指標を設定する必要がある。しかしながらプロジェクトの活動、成

果、目標および上位目標の達成度を測る指標の設定をすることは、とても難しい問題であ
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る。このような保健分野で目に見えた成果を短期間で上げることは困難であり、実際にプ

ロジェクトの結果、早産が減り、低体重児の出生が減り、乳児死亡や妊産婦死亡が減った

としても、早産率や低出生体重児数や乳児死亡数、妊産婦死亡数が把握されていない現状

では、指標としてこれらの増減が使えない。たとえプロジェクトが成功しても数字となっ

た結果を示すことは、リプロダクティブヘルスの分野では難しい。本来はヴィエトナムの

国として統一した母子保健関係の統計の指標をつくり、集計方法を一本化することが必要

である。これができない現状では、省内だけでも統一した統計の基準をつくることが急務

であろう。これらの統計が、保健や医療や福祉に関する行政の重要な基礎資料として役立

つことを示し、将来的には国の統計行政に反映させていくという意気込みをもって作成す

ることが必要であろう。このような保健に関する基礎資料が整備されていない所で、保健

分野の評価の指標づくりは、個々のプロジェクトには荷が重過ぎるように思う。多くの国

のプロジェクトにも応用できるようなプロジェクト評価のための基準づくりをJICA本部

で検討はできないものかと思った。

　プロジェクト地区の医療レベルは、いくらヴィエトナムの要請があっても保育器を使用

し未熟児を救うことに力を注ぐという段階でなく、清潔で安全なお産をし、産褥期を健康

に過ごすことができ、その結果母乳の分泌も良好で新生児が健やかに育つことをめざす状

態であることが、フィールド調査やPCMワークショップなど今回の短期派遣により、よ

く理解できた。

　プロジェクト実施地区と未実施地区とを比較検討することで、現プロジェクトがヴィエ

トナムゲアン省における妊産婦ケアに果たした役割の大きさがわかった。フェーズ２にお

いて、さらに対象地区を増やすためには、日本人専門家を補佐する現地カウンターパート

の人数を増やすことが必要であろう。彼らが今後は主体となって初級助産婦等を対象にし

た再教育プログラムやその後のモニタリングを継続していってくれるだろう。そのために

はカウンターパートの人員だけでなく、彼らの指導能力のさらなる向上が必要だと考え

る。再教育プログラム専属のスタッフがいればよいと思った。ヴィエトナム縦割り社会で

は、大変難しいことではあろうが、５年の間には現地の中級助産婦養成施設の教員が再教

育プログラムに参加するなどの交流などがもてればよいと思う。青年海外協力隊員（栄

養）との情報の交換など、何らかの交流も図れれば望ましいと思った。

　現在、長期専門家の大変なご苦労のなか、モニタリングにより再教育プログラムによる

知識や技術の定着を図り、誤った知識や技術の訂正が行われている。せっかくの再教育で

得た知識と技術を定着させ、さらなる向上につなげたい。CHCはアシスタントドクター

と助産婦１人などの少人数の構成であることから、先輩から後輩への技術や知識の移転、

後輩から先輩への新しい知識の移転などが大変難しい。再教育プログラム参加者が、自主
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的に勉強会を開くことができれば大変望ましいことである。しかし今までの彼らの学校教

育等の経験から、自主的に立ち上がることは難しいだろう。そこでDHCが音頭をとって、

月に１度でも復習や補足、新しい知識や技術の紹介などができればよいと思う。MCH/FP

センターあるいは短期長期専門家が講師として出向く、または勉強会のプログラムを提供

するなどできないだろうか。フィリピンでは、同窓会のような集まりがもたれ、１人が中

央で学んだ知識を皆に提供していた。DHCがCHCの監督・指導が自分たちの業務である

という自覚をもち、CHCのモニタリングとフォローアップが行えるよう能力の強化をす

ることも必要である。

　CHCの分娩室、トイレやシャワー等の施設を設置したり、改善や改修に現プロジェク

トや世銀が支援しているが、コミューンの人はさらに自己資金を投入し工事を行ってい

た。プライマリー・ヘルスケアの本来の思想である住民参加が行われている。これは現プ

ロジェクトの成果だと思う。次期プロジェクトでは、自分たちのCHCを自分たちの手で

よくしていこうという気持ちをさらに発展させていくような住民との対話や情報提供など

の方策が必要であろう。

（２）地域保健／住民参加領域（及川みゆき　フェリス女学院大学　国際交流学部）

１）活動内容および所感

①　現地視察・調査～プロジェクト実施地区と未実施地区～

＜CHCの状況＞

　設備投資・人材教育の行われているプロジェクト実施地区と、プロジェクト未実施

地区の医療サービス格差は大きかった。

　ヴィエトナムでは、CHCでの分娩が奨励されている。視察したプロジェクト実施地

区のCHCでは、施設分娩が100％であった。プロジェクト未実施地区では、2000年に

入ってからの分娩数だけ見るとCHCでの分娩15件に対して、自宅分娩は31件であっ

た。このCHCに所属するハムレットナース（集落レベル保健要員）11名はすべて自宅

分娩での介助を行っている。この地域に限っていえば、CHCへのアクセスはそれほど

困難ではないようだった。またこのCHCでは60％の妊婦が３回妊婦健診を受けていた

が、CHCでの分娩は全体の30％程度だ。妊婦健診をCHCで受けていながらも、CHC

で出産することにメリットを感じなかった結果、自宅分娩を選択したと考えることも

できる。

　プロジェクト実施地区では、再教育を受けた助産婦により産後の健診や、訪問指導

を取り入れており、継続した看護ケアが行われ始めていた。産前産後を通してかかわ

ることのできる医療スタッフがいることは、医療サービスの質の向上につながってい
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る。こうした新しい活動を業務のなかに位置づけ、人が代わっても継続されるシステ

ムをつくることが必要であると思う。

　識字率の高いヴィエトナムにおいて、看護サービスの最低基準の確保のために、看

護マニュアル、看護基準のような資料が各CHCにあると、研修を受けてきた助産婦

が、CHCスタッフ内での技術を共有させる根拠にもなり、役立つ。また、反復して確

認することは技術を定着させるうえで大切である。

　CHCの設備については、コミューンレベルでの予算確保が困難なのが現状のよう

で、現にプロジェクト未実施地区では、壊れた聴診器での血圧測定や、大人の体重計

を使用しての新生児の体重測定が行われており、妊婦健診用の尿検査のテストテープ

が購入できない、医療材料の不足なども、保健サービスの質に影響を与えている。

＜ハムレットナースの役割＞

　ハムレットナースは、CHCに所属しており、ハムレットレベルでも、13項目の国家

保健計画に従って地区の保健統計をCHCの定期会合で報告している。またハムレット

ナースは、CHCスタッフに比べ、研修の機会や物品設備の面で不十分にもかかわら

ず、自宅分娩介助、IEC活動、衛生活動、予防接種、発熱などへの対応とその役割は

多岐にわたっている。

　CHCの機能が強化されることによって、CHCとハムレットナースの役割分担が明

確になることが望ましいと思う。

＜台帳管理・地区の把握＞

　事前に数字の信憑性は低いと聞いていた。DHC～CHC～ハムレットにおいて、13

項目の国家保健計画に基づく台帳が存在し、統計管理のシステムは確立している。し

かし、その数字が事実を反映していないのでは、労力からいってもとてももったいな

いことだ。特に、医療整備が不十分で、自宅分娩が多かったCHCでは、自宅で出産し

た児の多くが出生時に体重を測定されていなかった。これでは、2500ｇ以下の低体重

児がいたとしても、数字に出ることはなく、統計上は事実と反し、低体重児出生の低

い地域と理解される可能性も出てくる。

　正しく統計を取っていくという技術はとても重要なことだと思う。台帳の管理につ

いては、プロジェクト実施地区、プロジェクト未実施地区ともに雑然としており、整

理・管理は不十分であった。

　数字から地区の状況を読み取り、分析する訓練を通して、地区の保健問題を把握す

る試みは、地域に根ざした保健サービスをするには必要な業務である。また、地区の

保健問題をコミューンの健康にかかわる人民委員会、女性連合、ハムレットに提起す

ることは、医療専門職としての自覚と責任を向上させる。
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　視察したプロジェクト実施地区では、月に１回DHC管轄内の助産婦のミーティング

を実施していた。今後、そういう場を利用して、DHCが積極的にかかわってほしい指

導分野である。

＜地域との連携＞

　地域保健の実施主体であるコミューンレベルで人民委員会、婦人連合、CHC、ハム

レットと、地域組織が確立されているヴィエトナムにおいて、今後リプロダクティブ

ヘルス向上のため中心的役割を担うのは知識、技術の面からもCHCであると思われ

る。家庭訪問をした地区の婦人連合では、会合の議題の半分は保健に関することだと

言っていたことから、住民の健康への関心は高いと思われる。今までの伝統的な知識

に加え、生活改善や、健康増進につながる正しい知識を住民に伝えることは、CHCの

役割であると思う。

＜愛育班活動＞

　プロジェクト実施地区のDHCとの話し合いのなかで、コミューンで、モデル的に愛

育班活動をやってみたいという意見が出ていた。岡本暁専門家による啓蒙・紹介活動

と、芦沢はる江専門家による愛育班の経験の紹介、住民参加・地域組織支援の交流セ

ミナー、意見交換により、「愛育班」という地区組織活動の有用性をヴィエトナム側

が感じての発言であると思う。

　愛育班活動は、母子保健を入り口に家族の健康管理全般にかかわるもので、人々の

日常生活のなかでの気づきや知恵を重視した活動である。その点では、既存組織であ

る「女性連合」の組織内で行うことが妥当だと思う。

②　現地視察・調査～フォーカスグループディスカッション～

　妊娠中の女性、リプロダクディブエイジの女性、青年連合の男性、女性の４つのグ

ループに対して行われた。このなかで、妊婦がグループで話し合える場の提供と、医療

従事者の指導態度の向上を望む声があった。たとえば、妊婦健診の日にちを決めて、個

人指導にプラスしてMCH/FPセンターでDr.ムイが行っている母親教室のような集団指

導の場を設定することは、CHCレベルでも可能だと思われる。

　保健医療サービスは、施設や検査の充実はもちろんであるが、やはり医療従事者の質

の向上が大切である。これは、技術的な質だけではなく、それを相手にわかりやすく伝

えるコミュニケーション能力も含まれている。

③　PCMワークショップに参加

　今回のPCM手法によるワークショップでは、私は、プロジェクト未実施地区のワー

クショップに参加した。プロジェクト未実施地区の参加者も、このようなワークショッ

プは初めての経験ながら、積極的に意見を出していた。その結果、今までのプロジェク
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トアプローチに加え、妊娠・出産管理の推進、人工妊娠中絶に対するIEC活動、RTIの

低減が新たな課題としてあがった。

２）提言

①　プロジェクト実施地区、プロジェクト未実施地区の現地視察をすることで、フェーズ

１で行われたDHC、CHCを中心とした助産婦再教育は、一次医療圏であるCHCの医療

サービスを向上させ、医療サービスを受ける受益者にも有益であったと理解した。ま

た、この成果は、省内におけるCHCの医療格差を生じさせているため、フェーズ２で

は、この格差を是正していく必要がある。

②　今回新たに加わったアプローチ、妊娠・出産管理の推進、人工妊娠中絶に対するIEC

活動、RTI低減については、指導対象は主に住民である。一人一人の住民が、自分の健

康問題に対する認識を意図した、あるいは促す進め方ができるような指導がCHCスタッ

フに求められる。

　また、プロジェクト実施地区のDHC、CHCスタッフによるプロジェクト未実施地区

への指導力、支援が期待される。
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３．PCMワークショップ実施記録

３－１　ワークショップ開催日時等

（１）日時

　４月19日（水）手法説明、参加者分析、問題分析前半（8:00～17:00）

　４月20日（木）問題分析後半、目的分析前半（8:00～17:00）

　４月21日（金）目的分析後半、代替分析前半（8:00～17:00）

　４月22日（土）代替分析後半とPDM作成（8:00～17:00）

（２）場所

　ゲアン省ヴィン市フンギ（Huu Nghi）ホテルホール

（３）出席者

　日　　本　　側　：調査団員４名、プロジェクトチーム４名、JICA現地事務所２名

　　（専門家等健康管理員を含む）

　ヴィエトナム側　：30名

　通　　訳　　等　：９名

３－２　日本での事前準備

（１）事前ワークショップ

　PCMワークショップに初めて参加する短期調査員やワークショップの課題整理のために、

短期調査団員、JICA担当職員、派遣専門家間でワークショップを対処方針会議の前にJICA

で行っている。事前ワークショップでは、日本語によるPCM手法概要の説明とプロジェク

ト地区を対象としたリプロダクティブヘルスについて、参加者分析と問題分析を行った。

　この事前ワークショップの結果は附属資料②（以下、資料）資料①参加者分析（事前ワー

クショップ）と資料②問題分析（事前ワークショップ）に整理してある。

（２）メールによるワークショップ参加者の検討

　PCMワークショップの参加者やその進め方について、ヴィエトナムの現地プロジェクト

チームと短期調査参加者によるメール交信による検討と調整を行った。特に新規の郡は、

ニーズやその特性においてこれまでにプロジェクトを実施した郡と違いがあることや、今ま

でのプロジェクトとの継続性や新たな課題への対応（組織強化や情報・データ収集の利用）

が求められていること等から参加者の構成とグルーピングについて意見の交換を行った。そ
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の結果、次のような方針でワークショップの参加者とグルーピングを行うこととした。

・プロジェクト実施地区からの参加者とプロジェクト未実施地区からの参加者、プロジェ

クトの実施機関からの参加者にグループ分けする

・可能な限り受益者の代表となる出産可能な年齢の女性に参加してもらう

・日本側からの短期調査員と現プロジェクトチームは各グループに分散して参加する

３－３　現地踏査とワークショップ準備

（１）現地踏査とフォーカスグループ討議

　ワークショップの開催に先立って、プロジェクト実施地区とプロジェクト未実施地区の

CHCや郡病院を訪問し、施設状況、データ情報管理、技術レベル等の問題点を把握した。

スタッフの意識や施設状況等に明らかな格差があった。

　また、ワークショップでは補えない問題等を把握する目的で受益者（妊産婦、WRA、若

者）を対象としたフォーカスグループ討議をそれぞれのグループを対象として行った。

　フォーカスグループ討議でのみ把握できるような貴重な情報もあったが、参加者は事前に

パンフレットを当局から読まされているなど、儀礼的な側面も強かった。

（２）現地ワークショップ事前準備

　ワークショップでは、省実施者グループ、プロジェクト実施グループ、プロジェクト未実

施グループの３グループに分かれて討議を行う方針をとるため、副モデレーター、日本側と

のコミュニケーションを支援する通訳、ヴィエトナム語―英語で書かれたカードを翻訳する

者がそれぞれのグループで必要となる（資料③Role Assignment of Interpreter）。これら、

副モデレーターと通訳者、翻訳者へのオリエンテーションを実際のワークショップを実施す

る前に１日かけて行った。副モデレーターは、前回でのPCM経験者が担当し、主モデレー

ターは全体を統括することを確認した。

３－４　ワークショップの内容

（１）参加型計画の説明（ワークショップの初日）

１）ワークショップ会場のセッティング

　会場のホテル・ホールには、針金を壁面に沿って張り、クラフト紙をクリップでつり下

げて臨時のボードがつくられた。プレゼンテーション用のビデオプロジェクター、マイ

ク・スピーカー、ホワイトボードを用意した。このほか、PCMワークショップ用の資機

材に加えて名札、ヴィエトナム語のPCMテキストを用意した。
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２）参加者の構成（資料④Participants of PCM Workshop）

　ワークショップのヴィエトナム側の男女構成は男性12人、女性18人であった。このう

ち、12人が保健医療職で、残りは郡の人民委員会代表や女性連合代表が占めた。医師資格

をもつ参加者は10人で、半分は省グループが占めた。あらかじめ用意された名簿には32人

がリストアップされていたが、２人が欠席であった。

　省レベルからは省人民委員会や女性連合、MCH/FPセンターから９人が出席したが、人

民委員会副委員長と人民委員会保健医療担当の両メンバーは初日だけの参加であった。プ

ロジェクト実施地区代表として４郡（Thanh Chung, Nghia Dan, Con Cuong, Nam Dan）

から14人が出席し、プロジェクト未実施地区代表としては１つの郡（Anh Son）から７人

が出席した。

３）プレゼンテーション

　PCM手法の概要説明には、親しみやすいよう家づくりをプロジェクト例とした漫画仕

立ての参加型計画（資料⑤Participation Planning  part 1）と通常のPCMにおける参加

型計画（資料⑥Participation Planning in PCM part 2）の２種類についてビデオプロ

ジェクターを使って発表した。参加者のほとんどはワークショップの経験は初めてであっ

たため、このようなアプローチをとった。

　実際の手法についてはそれぞれの分析段階の前に、ホワイトボードにカードを貼り付け

ながら説明を行った。

（２）参加者分析（ワークショップ初日）

　参加者分析デモンストレーション（参加者全体）

　参加者分析は参加型計画の第１段階で、想定されるプロジェクトに関連するグループの特

徴を分類し、プロジェクトにおけるグループの立場や役割、便益を明らかにするものであ

る。

　フェーズ１や日本での事前ワークショップで参加者分析の検討が行われており、時間を節

約する意味からもあらかじめ準備したカードを貼り付けるデモンストレーションを行う方法

を採用した。その後、参加者全員でつけ加えるべきカテゴリーや参加者グループの検討を

行った。

　想定されるプロジェクトによって便益を受けるグループの中から、ターゲット・グループ

として、WRAと妊産婦が確認された（資料⑦Participation Analysis）。
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（３）問題分析（ワークショップ初日と２日目前半）

１）グループごとの中心問題の決定と問題系図の作成

　問題分析の方法について事例を使った簡単なデモンストレーションを行い、その後、参

加者それぞれに最低３つの問題を出してもらい、省実施者グループ、プロジェクト実施グ

ループ、プロジェクト未実施グループの各々が中心問題を決定する方法をとった。

　問題の焦点が拡散しないよう討議の主題を「ゲアン省において妊娠可能な年齢の女性の

リプロダクティブヘルスについて」とした。

　討議の結果、各グループにおいて、微妙な表現の違いはあるものの、「ゲアン省の

WRAにおけるリプロダクティブヘルス状況はよくない」ということが確認された。以下

はそれぞれのグループが作成した問題系図の中で、中心問題カードと直接原因カード、直

接結果カードのみを抽出したものである１。オリジナルの問題系図はそれぞれカードが70

枚から200枚程度である。各グループの問題系図は資料⑧～⑩として添付されている。

プロジェクト未実施地区のグループ（資料⑧Problem analysis of non-project group）

プロジェクト実施地区のグループ（資料⑨Problem analysis of project group）

プロジェクトの実施管理を担う省グループ（資料⑩Problem analysis of provincial

group）

　直接原因については、RTI、子供の数、栄養、妊娠関連の疾患、人工妊娠中絶へと集約

され、それぞれのグループによる違いはあまりなかった。

（４）目的分析（２日目後半と３日目前半）

１）目的系図の作成

　目的分析のデモンストレーションの後、グループごとの中心問題について協議を行い、

３グループ合同で全体の中心問題を確認した。次にその中心問題を望ましい状態に置き換

えた中心目的を設定した。

　各グループは合同で確認した「ゲアン省のWRAにおけるリプロダクティブヘルス状況

が改善される」を共通の中心目的として、今度はグループごとにそれぞれの直接原因につ

いて、望ましい状況や上位目的の手段へと書き換える作業と協議を行った。

　１ オリジナルの問題系図は英語とヴィエトナム語で作成された。報告者が目的系図を写しとり、英語を日本語

に翻訳した。（　）内は、意味を理解しやすくするために報告者がつけ加えたもの。
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省グループはプロジェクトを実施してきた経験もあり、論理性や目的系図の展開におい

て、他グループよりやや視野が広く、カード数も多かった。

　以下はそれぞれのグループが作成した目的系図の中で、中心目的カードと直接手段カー

ド、直接目的カードのみを抽出したものである２。オリジナルの目的系図はそれぞれカー

ドが70枚から200枚程度である。各グループの問題系図は資料⑪～⑬として添付されてい

る。

プロジェクト未実施地区のグループ（資料⑪Objective analysis of non-project group）

プロジェクト実施地区のグループ（資料⑫Objective analysis of project group）

プロジェクトの実施運営を担う省グループ（資料⑬Objective analysis of provincial

group）

（５）代替分析（３日目後半）

　アプローチの確認とグループ・プレゼンテーション

　アプローチの確認に先立って、現実的なアプローチの選択になるようフェーズ１との一貫

性や投入における制約、プロジェクト終了後の持続性について説明を行った。特に投入面に

おいて、日本とヴィエトナム双方の投入資源（人的資源、費用、機材等）を年ごとに表した

棒グラフの図を示して、投入面における制約とプロジェクト終了後の継続性と運営費用を印

象づけた。アプローチの確認はグループごとに５～６件までとした。それぞれのグループに

おいて確認されたアプローチをグループの代表が合同会議で発表した。

　確認されたアプローチは次のとおりである。各グループのアプローチについては、その名

称と含まれるカードの範囲が資料⑪～⑬に示されている。

省実施者グループ（資料⑬Objective analysis of provincial group）

・妊娠・出産管理の推進アプローチ（以下、アプローチを省略）

・保健医療従事者の再訓練

・人工妊娠中絶に対するIEC活動

・RTIの低減

・栄養教育

　２ オリジナルの問題系図は英語とヴィエトナム語で作成された。報告者が目的系図を写しとり英語を日本語に

翻訳した。（　）内は、意味を理解しやすくするために報告者がつけ加えたもの。
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プロジェクト実施グループ（資料⑫Objective analysis of project group）

・保健医療従事者、人民委員会、女性連合のIEC、カウンセリングの向上

・CHCスタッフの技術能力の向上

・CHCにおける衛生環境と衛生の実践

プロジェクト未実施グループ（資料⑪Objective analysis of non-project group）

・妊産婦のIEC

・CHCおよびDHC保健医療スタッフの知識・技術の訓練

・リプロダクティブヘルスガイダンス

・WRAの衛生環境の改善

・妊産婦健診の推進

（６）アプローチの選択と暫定PDM案の作成（４日目）

　アプローチ３の選択と暫定PDM案の作成についてはカウンターパート機関であるMCH/FP

センターと日本側との合同ワークショップで行った。21日には、ワークショップでグループ

ごとに同定されたアプローチに加え、それらのコンビネーションによる新たなアプローチを

検討する方法をとった。しかしながら、ヴィエトナム側は包括的なアプローチを政策的に望

んでいることやグループごとに同定されたアプローチに際だった差異がみられなかったこと

から、省実施者グループが同定したアプローチをすべて検討することで同意した。

　日本側としては、対象地区や投入における際限のない拡大や栄養教育サブセクターを含め

ることへの躊躇があったことから、省実施者グループが同定した５つのアプローチについ

て、13のクライテリアを使った評価・検討を行うことにした（同資料⑭Alternative

criteria）。栄養教育アプローチは客観的にも他のアプローチに比べ、課題が大きいことが

双方によって認識されたものの、栄養教育に対するヴィエトナム側の主張が変わらなかった

ため、すべてのアプローチを採択した暫定PDM案を作成することになった。

　なお、PDM作成に関する方法への合意に時間がとられ完成できなかったことから、活動

と指標の一部はヴィエトナム側カウンターパートの了解を得て日本側で完成させることと

なった。また、栄養教育アプローチの採択の可否は、４月24日の人民委員会との会議に委ね

ることになった。

　３ 一般にPDMを作成する際に、アプローチの最上位のカードが成果となる。
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３－５　暫定PDMの内容

　４月24日、MCH/FPセンター会議室で、暫定PDM案について省人民委員会と省プロジェクト運

営委員会（MCH/FPセンター）およびプロジェクト・チーム、石井調査団長による会議をもった

結果、暫定PDM案はおおむね了承された。暫定PDM案との主な変更点は次のとおりである。

・栄養教育はプロジェクトの成果に含めない。

・参考として提出されたヴィエトナム語版PDMと暫定PDM（英語版）において意味の摺り合

わせが十分に行われていなかったため、指摘された部分の確認と修正を行った。

・上位目標の達成指標を一部追加した。

　以下は暫定PDMの項目別にまとめたものである（資料⑮PDM 24-April-2000）。日本語訳（資

料⑯日本語版PDM 24-April-2000）は、報告者が参考のために作成したものである。

（１）プロジェクト目標

　ワークショップの各分析段階で微妙に修正されながら、最終的には次のようなプロジェク

ト目標が設定された。

・Reproductive Health Service is improved in Nghe An Province

・ゲアン省のリプロダクティブヘルスサービスが向上する

　なお、プロジェクトの内容に照らし合わせ、「サービス」を挿入し、より対象が明確化さ

れた。

（２）上位目標

・Reproductive Health of Women in Reproductive Age in Nghe An Province is improved.

・ゲアン省において女性のリプロダクティブヘルスが向上する

（３）成果

　プロジェクト実施期間内に求められる成果として、以下の５項目が暫定PDMに組み込ま

れた。

0.  Steering Committee at all levels are established

0.  すべてのレベルにおいて運営委員会が設立される

1.  Management and guidance/counseling capacity of MCH/FP Center and DHC is

improved

1.  母子保健・家族計画センター（MCH/FPセンター）と郡保健センター（DHC）の管

理、指導、カウンセリング能力が向上する

2.  Safe and hygienic delivery is promoted at the commune level
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2.  コミューンレベルで安全で清潔な出産が推進される

3.  Guidance and counseling skill of MCH/FP Center staff is improved to reduce the

number of abortion

3.  人工妊娠中絶を減らすために、MCH/FPセンター職員のガイダンスとカウンセリン

グ技術が向上する

4.  Capacity for reducing RTI is improved at MCH/FP Center and selected districts

4.  MCH/FPセンターと選ばれた郡で生殖器系感染症（RTI）の減少のための能力が向

上する

（４）活動

　暫定PDMの活動欄に各成果に対応する活動が時系列で記載されている。

0.  すべてのレベルにおいて運営委員会が構築される

0.1 すべてのレベルで運営委員会の機能と責任をレビューし、再定義する

0.2 運営委員会のメンバー検討（８郡）

0.3 新規にプロジェクト対象地区となる郡とコミューンにおける運営委員会の設立

0.4 新規プロジェクト対象地区の運営委員会に対するオリエンテーションを実施する

0.5 新規プロジェクト地区とプロジェクトが実施された地区との経験の交流を実施する

0.6 郡運営委員会とコミューン運営委員会が定期的な会議を実施する（毎月）

0.7 省と郡運営委員会が定期的な会議を実施する（毎月、隔月、四半期）

1.  MCH/FPセンターとDHCの管理、指導、カウンセリング能力が向上する

1.1 MCH/FPセンター職員の受容能力を調査する

1.2 必要に応じて職員の役割と責任の再割り当てを行う　

1.3 MCH/FPセンターにおいて管理とガイダンス技術に関する訓練・研修ニーズの自

己評価を行う

1.4 管理とガイダンス技術訓練のための計画を作成する

1.5 DHCにおいてモニタリングチームを結成する

1.6 モニタリングとガイダンス訓練を実施する

1.7 MCH/FPセンターへ輸送手段を提供する

1.8 計画に沿ってモニタリングとガイダンスを実施する

1.9 MCH/FPセンターでデータとレポートの整理方法を確立する

2.  コミューンレベルで安全で清潔な出産が推進される

2.1 提供機材の利用と効果の査定を実施する

2.2 機材リストを作成する
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2.3 機材提供の計画を策定する

2.4 出産を介助する助産婦と産婦人科の準医師の再訓練を行う（10コース）

2.5 DHCの産科部門とCHCにおける機材の質を改善する

2.6 CHCの分娩室や家族計画サービス・カウンセリング室、シャワー室、トイレを改

善する

2.7 女性連合メンバーへのIEC訓練を実施する

2.8 コミューンの女性連合メンバーへのIEC教材を提供する

2.9 女性連合メンバーが清潔なお産に関するIECを実施する

2.10 選ばれた郡とコミューンの運営委員会が愛育班活動を採用する

2.11 DHCモニタリングチームがCHCに対して定期的なモニタリングを実施する

2.12 DHCに対して教育計画と教授法の指導者研修を行う

3.  人工妊娠中絶の減少についてMCH/FPセンター職員のガイダンスとカウンセリング

技術が向上する

3.1 MCH/FPセンターと選ばれた郡を対象に人工妊娠中絶に関する調査を行う

3.2 ガイダンスとカウンセリングの戦略を開発する

3.3 ガイダンスとカウンセリングに必要な教材を開発し、作成する

3.4 MCH/FPセンターと選ばれた郡のDHC職員に対するガイダンスとカウンセリング

研修を実施する

3.5 必要な避妊具の供給を確保する

4.  MCH/FPセンターと選ばれた郡でRTIの減少のための能力が向上する

4.1 RTIのカウンターパートを確定する

4.2 プロジェクト地域におけるRTIサーベイの実効性を検討する

4.3 RTIの計画を策定する

4.4 RTIのための特別委員会を構築する

4.5 RTIサーベイを実施する

4.6 RTIの予防のための戦略を策定する

4.7 RTIのガイダンスとカウンセリングのために必要な教材を開発し、作成する

4.8 RTI予防に対するガイダンスとカウンセリング教育を実施する

（５）指標

　上位目標として、ゲアン省においてリプロダクティブヘルスが向上することが想定されて

いる。リプロダクティブヘルスの水準を測る指標として以下の３項目があげられた。妊産婦

死亡率と人工妊娠中絶数は、その精度や収集プロセスに課題があるものの定期的に収集され



－36－

る指標である。しかし、RTIは情報収集のための調査が必要となる。

1.  妊産婦死亡が減少する

2.  人工妊娠中絶数が減少する

3.  RTI感染者数が減少する

　プロジェクト目標にはサービスの量的な方向の指標となるサービス範囲の拡大と質的な指

標となる標準センターの認定が組み込まれた。

1.  リプロダクティブヘルスサービスの範囲が拡大する

2.  省保健サービスセンターとMCH/FPセンターによって、いくつかのCHCがリプロダ

ティブヘルスサービスの標準センターとして認定される

　成果の達成度を示す単一の指標が存在しない、または得られにくい等の事情から、複数の

事象の変化や活動が完結した状態を指標として用いている。以下は成果に対する指標群であ

る。

0.  すべてのレベルにおいて運営委員会が構築される

0.1 すべてのレベルで運営委員会のメンバーが継続的に充足される

0.2 すべてのレベルで運営委員会が定期的に開催される

0.3 すべてのレベルで運営委員会のメンバーが継続的に充足される

1.  MCH/FPセンターとDHCの管理、指導、カウンセリング能力が向上する

1.1 CHCのモニタリングのための標準チェックリストが開発される

1.2 省保健サービスとMCH/FPセンターが設定した標準モニタリングの訓練を受ける

職員数

1.3 モニタリングが計画どおり実行される

1.4 リプロダクティブヘルスサービスの達成水準が省保健サービス局とMCH/FPセン

ターによって設定される

1.5 DHCで両親学級が適用され、継続的に組織化される

2.  コミューンレベルで安全で清潔な出産が推進される

2.1 自宅分娩が減少する

2.2 研修終了時の試験で少なくとも90％以上が合格する

2.3 CHCにおけるパルトグラフの利用パーセントが増加する

2.4 妊産婦の産前健診平均受診回数が３回以上になる

2.5 CHCと自宅からの適切な時機のレファラルによる妊産婦死亡の減少

2.6 ゲアン省のすべてのCHC（467）において、安全で清潔な出産にかかわる４つの施
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設（分娩室、トイレ、シャワー室、井戸）が改善される

2.7 ゲアン省の辺境地域において、出産の90％以上が安全で清潔な環境が確保されたな

かで行われる

2.8 ゲアン省のすべてのCHC（467）が、必須とされる妊産婦健診の項目を提供する能

力を有する

3. 人工妊娠中絶の減少についてMCH/FPセンター職員のガイダンスとカウンセリング技

術が向上する

3.1 カウンセリングマニュアルが開発される

3.2 カウンセリングおよびガイダンスにおいて適切な能力を有する職員数が増える

3.3 MCH/FPセンターにおいて質の高いカウンセリングシステムが構築される

3.4 人工妊娠中絶を繰り返す患者数の減少

4.  MCH/FPセンターと選ばれた郡でRTIの減少のための能力が向上する

4.1 サーベイ報告書の完成

4.2 RTIの予防と減少のための戦略が開発される

（６）指標データ入手手段

　上位目標における指標データ入手手段以外は、プロジェクトの実施活動のなかで、CHC

やDHC、MCH/FPセンターからの報告書を入手先としている。

（７）外部条件

　WRAの健康問題として栄養状況の問題があげられていたにもかかわらず、プロジェクト

内で扱わないことから、外部条件としてモニターする必要があった。また、経済状況やヴィ

エトナム政府の政策、行政制度においてプロジェクトの目的達成に影響を及ぼす可能性をも

つ要因が記載された。

３－６　ワークショップの評価と今後の課題

（１）モデレーターによる評価

　ワークショップにおける参加グループの形態と参加の程度、分析過程の論理性、各分析内

容は細かい点において課題があったものの、おおむね有効であり、評価できる。

　ワークショップでもグループ内の女性連合リーダー格の意見が強く、他の女性の意見が押

さえ込まれているように思われたり、カードを書くことに集中するあまり、他の意見を聞い

ていなかったりする場面があった。

　しかしながら、どのグループでも各分析段階で100～200枚のカードを貼り付けるために、
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書き直し、並べ替え、翻訳する作業を行わねばならず、作業のみを考えても容易なことでは

なかった。ましてや英語とヴィエトナム語の表現の意味がまったく異なって理解されている

ため、しばしば紛糾することもあった。これらも本来のグループダイナミズムが具現化して

いるからこそ起こるものであり、傍観しているというものではなかった。時間的な制約で問

題分析と目的分析の下方のカードを十分検討する時間はなかったものの、中心問題と中心目

的にある周辺のカードにおいては、どのグループも比較的時間を割いてその関連性と論理性

について十分検討を行った。

　カード数が議論の内容を表出するものではないが、各グループの各分析に貼られたカード

数は次のとおりである。

問題分析 目的分析

プロジェクト実施地区グループ 　　83 　 103

プロジェクト未実施地区グループ 　　72 　　72

省実施者グループ 　 191 　 195

　問題分析と目的分析がそれぞれに対応する原因と手段の検討に時間が集中したため、プロ

ジェクトによってもたらされる影響への検討は、次の２つにとどまっている。

（２）参加者等による評価

　代替分析の終了後（ワークショップ３日目）に、ワークショップについて参加者からカー

ドへの自由記述による感想を求めたが、ワークショップへの理解が進み、参加者がより積極

的になったこともあり、ワークショップの評価を実施する時間がほとんどなかった。した

がって比較的早く終えた「プロジェクト未実施地区グループ」からのフィードバックのみに

なった。参加者グループ全員がワークショップに対して「科学的な方法で利用価値がある」

や「参加者を能動的にした」など好意的な感想をもっているものの、積極的に参加したと自

信をもって答えたのは７人のうち２人にとどまっている。

　MCH/FPセンター幹部らのPCMワークショップに対する反応は、非常によく、その重要

性と手法への信頼が話の節々から聞こえてきた。ワークショップでは議論の際に熱くなった

こともあったが、最も積極的に参加したグループでもあった。また、省人民委員会もPCM

手法について「科学的な方法で利用価値がある」との認識を示し、ワークショップの成果品

である暫定PDM案に対して、「枝振りをちょっと直す必要はあるが、木全体について問題

はない」という表現でこのワークショップの成果を評価している。

（３）今後の課題と暫定PDMについて

　暫定PDMはプロジェクトの枠組みを構築するという面において当初の目的を達成した。



－39－

しかし、活動や指標、投入においてはまだ荒削りのところがあり、モニタリングと評価に利

用され得るには漸次ブラッシュアップすることが望まれる。





附　属　資　料

①　事前評価表

②　PCMワークショップ添付資料（暫定プロジェクトPDM、他）

③　関係機関報告会資料

















































































































































Ⅱ．実施協議調査団報告書
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１．実施協議調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

（１）経緯と目的

　ヴィエトナム社会主義共和国（以下、ヴィエトナム）は低所得国であるにもかかわらず、

少ない予算で全国民をカバーする効率的な保健医療政策が行われてきたため、乳児死亡率は

32.6（1995）、妊産婦死亡率は10万人当たり100前後と保健指標は開発途上国の中では中位

に位置している。

　医療従事者数は周辺国より多いものの、医療従事者の再教育を含む訓練が不十分な状況に

ある。右状況はリプロダクティブヘルスにおいても例外ではなく、特に妊産婦のケアに関し

ては、公的医療施設において周産期障害が第一の死亡原因となっており、妊産婦死亡率は

1980年代から減少していなかった。

　このような背景のもと、ヴィエトナムの中でも特に貧困で、助産婦数の少ない北中部のゲ

アン省をモデル地域として妊産婦ケアにかかわる保健行政の強化および村でのサービスの向

上を図ることを目的とする内容のプロジェクト方式技術協力を1997年６月１日から３年間実

施した。

　1999年12月、ヴィエトナム側は３年間（専門家派遣期間は２年半）という短期間の協力に

もかかわらず成果を上げていることを高く評価したうえで、次期プロジェクトを実施してほ

しいとの要請を行った。

　2000年４月の短期調査により、フェーズ２協力の大枠について先方との間で合意が得られ

た。

　本調査においてはプロジェクトの実施に向け４．に述べる調査項目について調査、確認

し、先方との間で討議議事録（R/D）を締結することを目的とする。

　またあわせてプロジェクト開始前に確認、調整を必要とする各分野の事項について補完的

な調査を行う。

（２）要請内容（正式要請書による）

１）目的：ゲアン省のリプロダクティブヘルスサービスの質の向上

２）実施機関：ゲアン省

３）期待される成果：

①　母子保健・家族計画センター（MCH/FPセンター）および郡レベル保健所（DHC）

の機能強化

②　村レベルの保健所（CHC）での安全で清潔なお産の推進
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③　妊娠中絶を減らすためのMCH/FPセンタースタッフのカウンセリング能力の向上

④　生殖器系感染症（RTI）を減らすためのMCH/FPセンタースタッフのカウンセリング

能力の向上

４）内容：上記①～④にかかる専門家派遣/研修員受入れ/機材供与を行う。

１－２　調査団の構成

　　　　　　　担　　当 　氏　名 　　　所　　　属

(1) 団長　総　　括 安藤　博文 日本大学国際関係学部教授

(2) 団員　プロジェクト管理 石井(山口)澄江 (財)家族計画国際協力財団事務局次長

(3) 団員　協力計画 山田　史子 国際協力事業団医療協力部医療協力第一課職員

(4) 団員　通　　訳 樋口　ホア (財)日本国際協力センター研修監理員

１－３　調査日程

日順 月日 曜日 移 動 お よ び 業 務 

１ ７／９ 日 移動 成田→香港→ハノイ 

団内打合せ 

２ ７／10 月 午前 計画投資省、保健省、日本大使館表敬、JICA事務所打合せ 
午後 移動 ハノイ→ヴィン 

３ ７／11 火 ゲアン省人民委員会表敬、MCH/FPセンター協議 
４ ７／12 水 MCH/FPセンター協議 
５ ７／13 木 移動 ヴィン→ハノイ 

打合せおよび報告書取りまとめ 

６ ７／14 金 午前 R/D署名、計画投資省、保健省、大使館および事務所報告 
７ ７／15 土 帰国（団員１、２、４） ハノイ→成田 

バックマイ病院専門家打合せ（団員３） 

８ ７／16 日 帰国（団員３） ハノイ→成田 
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１－４　主要面談者

（１）ヴィエトナム側

１）計画投資省（MPI）

Mr. Ho Minh Chien Deputy Director, Department of Labor-Culture-

Social Planning

Mr. Nguyen Xuan Tien Senior Expert, Foreign Economic Relations

Department

２）保健省

Trinh Bang Hop, M. D. Director, Department of International

Cooperation

Mr. Nguyen thi Hoai Hoan B. ct. Program Officer, Department of International

Cooperation

３）ゲアン省

Mr. Hoang Ky Vice Chairperson, Nghe An People's Committee

Ms. Nguyen Thi Minh Chau Chairperson, Nghe An Women's Union

Dr. Tran Thi Thien Vice Director, Nghe An Health Service

Dr. Do Thi Mui Director, MCH/FP Center

Dr. Nguyen Xuan Hong Expert, Nghe An People's Committee

Mr. Pham Van Ly Expert, Planning and Investment Department

Mr. Nguyen Thai Duong Planning and Investment Department

４）省病院

Dr. Tran Van Bao Director

Dr. Nguyen Xuan Sau Vice Director

Dr. Nguyen Trong Tai Vice Director

Dr. Nguyen Dauh Linh Head, Obstetrics and Gynecology Department

Dr. Huyuh Thanh Binh Vice Head, Obstetrics and Gynecology

Department

５）コミューン保健所関係

①　Hung Thinh CHC

Dr. Binh Director, Hung Nguyen DHC

Dr. Hung Head, MCH/FP Team of Obstetrics and

Gynecology, Hung Nguyen DHC

Mr. Binh Chairperson, Hung Yhinh People's Committee
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Ms. Dung Chairperson, Women's Union, Hung Thinh

Commune

Mr. Phuong Head, Hung Thinh CHC

Ms. Lieu Midwife/Staff, Hung Thinh CHC

Mr. Nguyen Chairperson of Hung Thinh Youth's Union

②　Nghi Long CHC

Mr. Vo Xuan Dung Chairperson, Nghi Long People's Committee

Ms. Vo Thi Chau Chairperson, Women's Union, Nghi Long

Commune

Mr. Nguyen Ngoc Lan Head, Nghi Long CHC

Ms. Nguyen Thi Nga Secondary Midwife/Staff, Nghi Long CHC

Dr. Le Ke Tu Head, Obstetrics and Gynecology Department,

DHC

（２）日本側

１）在ヴィエトナム日本国大使館

宮川　賢治 書記官

２）JICAヴィエトナム事務所

金丸　守正 所長

畠山　　敬 次長

渡部　晃三 所員

榎本　小弓 健康管理員（産婦人科医師、本件担当）



－119－

２．総　括

　今回の調査団の任務は、フェーズ１が成功裡に終了したことを受け、フェーズ２開始のための

実施協議を行い、両国代表によりR/D署名を取り交わすことであった。調査団派遣前に日本側およ

びヴィエトナム側による十分な準備がなされたことで、フェーズ２に対するヴィエトナム側の理

解度が高く、予定どおり７月14日にR/Dの署名式をハノイで行った。この任務完了にあたり、東京

およびハノイのJICAならびに協力機関としてのJOICFPの関係者のみならず、ヴィエトナム側の

関係機関・諸氏の努力、協力、助言に対して心から感謝したい。

　今回の調査で感じたことは下記のとおりである。

（１）フェーズ２として本プロジェクトを実施する意義および今後の展開について

　フェーズ１の努力によって、フェーズ２ではゲアン省の残りの郡にこのプロジェクトを拡

大するにあたりヴィエトナム側の体制がかなり整備されてきているように思われた。特にプ

ロジェクトの実施に必要な経費、労働力に関して、ヴィエトナム側に負担に対する理解があ

ることを強く感じた。フェーズ１に続きフェーズ２がパートナーシップの精神で続けられる

のは好ましいことである。

　さらに述べれば、フェーズ１において、上述の物理的な側面だけではなく長期・短期派遣

の専門家を通じてヴィエトナム側と日本側の間に築かれた強い信頼関係は、フェーズ２を成

功に導く大きな要因となるであろう。この信頼関係が今回の調査団の円滑な任務遂行を支え

たことを銘記したい。

　フェーズ１の成果はコミューンおよび郡レベルの人民委員会における母子保健活動の重要

性に対する認識を高めた。今後、省レベルで認識の改善の可能性を期待できるばかりでな

く、将来は国家開発計画のなかにおいても同分野が現在以上に高いプライオリティーを受け

るよう期待したい。

　フェーズ１に続く本プロジェクトの実施により人々の健康、特に母子の健康が開発に対す

る負担でなく、開発そのものであるということが実証される可能性がある。従来の物理的イ

ンフラ重視の開発援助に対する再考を促す可能性もあり、国際的にも重要なプロジェクトと

なろう。また、現在日本政府が推進している人間安全保障援助の具体的な一例となるものと

思われる。またそのために、フェーズ２においてはプロジェクト関連基礎データの収集、分

析の能力の拡大が必要である。

　フェーズ２の主要課題として妊娠中絶およびRTIへの対策があり、その具体策として保健

センター職員のカウンセリング等の技術向上を図ることが計画されている。ただ、今回の

ミッションの最終日に行われた在ハノイ援助機関に対する説明会（debriefing）でも言及さ
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れたように、間接的に妊娠中絶を奨励する制度、あるいは、医者中心・行政中心の医療機

構、制度等の外部条件に制約されるところが大きく、これらがプロジェクトの目標を達成し

ようとするうえで妨げになる可能性もある。

　医療機構および制度の改革は、フェーズ２の目的をはるかに越えることではあるが、ゲア

ン省ならびに中央政府の関係者との協議を重ねることで、徐々に改善していく必要がある。

このためには日本政府とヴィエトナム政府の二国間の話し合いも必要であるが、多国間の

チャネルも使うべきであろう。特に人口、リプロダクティブヘルス関係では世界銀行（以

下、世銀）、アジア開発銀行（ADB）、UNFPAのほかに、二国間援助機関、国際的NGO

もヴィエトナムに援助をしているので、このような機関と連携し制度的な問題を解決すべき

であり、このフェーズ２を通じて日本がイニシアティブをとることを期待する。

（２）わが方として留意したいこと

　上記の目的のためにも、ハノイで定期的に行われている援助機関間の調整会合にはヴィエ

トナムが今まで以上に積極的に参画するよう要望する。この調整会合を通じて他の援助機関

との支援活動の調整を図り、総合的な効果の最大化を追求すべきである。

　さらにこの調整会合は、日本の経験を生かした民衆に根ざしたリプロダクティブヘルスプ

ロジェクトを国際的に認知してもらう有意義な機会であると考える。国際的評価を得ること

で、日本国内でもさらにこのプロジェクトを理解してもらうのに役立つと思われる。

　上述の調整会合において、世銀よりBehavioral Change Communication (BCC)という活

動をしているとの報告があった。特にフェーズ２で計画されている中絶対策と関連して興味

深いが、前述の制度、環境を変えずに女性の行動を変えようとするアプローチには問題があ

ると思われる。過去30年のアジア、特に南西アジアの人口、家族計画の経験をみれば明らか

だが、医療関係者（特に医者）は往々にして貧しい女性には知識が不足しているので知識向

上を図り、多産に対する態度を改めさせれば家族計画が実行されると考えてきた。このアプ

ローチを図式化すると次のとおりになる。

［無知　→　知識向上　→　態度の変化　→　行動の変化］

　この思考方法は一見論理的であるが、実際には非現実的である。この思考方法では、医療

制度、特に家族計画サービスが身近に安価に普及していることが前提となっている。途上国

では、この前提が不十分であり、一番欠如している場合が多い。途上国の女性が妊娠中絶に

走るのは知識が不足しているからではなく、他に手段が身近にないからであることも少なく

はない。特に医療制度が農村地帯でまだ普及していない場合には、旧来のIEC活動は結果と

して“Victim bashing（弱者たたき）”ということになり、IEC活動があったとしても期待

された行動変化の結果は出てこないこともある。
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　このような場合には、今までの慣例的なアプローチでなく次のような思考方法が必要と考

える。

［制度の変革および環境の変化　→　user-friendlyな（使うものの立場に立った）

　　リプロダクティブヘルスサービス　→　行動の変化　→　態度の変化］

　このアプローチで重要なのは、IEC活動が個人の態度変化のためでなく、制度環境の変

化、改革に向けられている点である。具体的には旧来の「子供の数が少ないほうが母体に

とってよい」、「家族計画をすることで家計が楽になる」等のメッセージでなく、いつ、ど

こで、誰によって、いくらで良質なリプロダクティブサービスが提供されているかという

メッセージになる。情報活動は、サービス提供者に責任をもたせ、サービスの向上を図るの

が目的となる。基本的にカウンセリングを含めた技術移転だけでは旧来どおりの限られた制

度下の技術向上に終わってしまいがちである。制度環境の変革まで達成するためにも、何ら

かの支援を行っていきたい。世銀からBCCの資料を入手次第、内容、アプローチ、実施状

況を考察し、今後の協力に役立てることが望ましい。
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３．協議の経過

　前プロジェクトの終了時評価から短期調査を経て本調査団の派遣までの半年間に相互の共通理

解が形成されていたことに加え、ゲアン省側があらかじめわが方が提示したR/Dの最終案について

関係者を招集し会議を開き、その結果をレターとして保健省に提出するという形で事前準備が行

われていた。

　このため暫定実施計画（TSI）、プロジェクトデザインマトリックス（PDM）およびR/Dのマス

タープランの項のプロジェクトの内容にかかる部分については、（誤字、脱字の訂正を除き）大

きな問題点、異論等はなく、協議、視察ともに終始順調に行われた。

　ゲアン省側からはあらかじめ保健省あてに提出されていたコメントレターの内容に沿い、以下

の点についてわが方に対し確認が求められた。

１）省内で研修を実施する際の日当・宿泊の手当を日本側で負担すること。

２）電話代、ファックス代等のプロジェクト活動にかかる日常経費の支出および専門家の生活

にかかる費用に関しては、フェーズ１と同様、日本側で負担すること。またフェーズ１では

モニタリング活動のための車両とバイクの購入を日本側で負担してもらったが、今回も同様

に日本側による負担を希望している。

３）医療（衛生）統計の専門家を長期で派遣すること。

　これに対しわが方からは冒頭に、R/Dはその文書の性格上、上記事項に関し具体的な数字を入れ

たり約束したりすることは難しいことを前置きしたうえで、次のとおり説明し、先方の理解を得

ることができた。

１）質問されている研修はフェーズ１で行われていた中堅技術者養成対策費による医療従事者

の再教育を指していると解釈しているが、右予算は本件R/Dにおいても言及されており、

フェーズ１のときと同様の経費は支出可能であるので問題ないと思われる。

２）電話代、ファックス代等のプロジェクト活動にかかる日常経費の支出および専門家の生活

にかかる費用に関しては、フェーズ１と同様、日本側で負担することが可能である。ただ

し、これは車両およびバイクを日本側の負担で購入することについてもいえるが、フェーズ

２の後にわれわれが想定しめざしているのはヴィエトナム側が自立的に活動を続けていくこ

とであって、５年間の活動終了後は（必要な機材の購入やメンテナンス等）すべてヴィエト

ナム側で行うことになることを銘記していただきたい。したがって無理のないスケジュール

で５年後には自立できるよう、できる限りの予算獲得を関係の中央官庁とも協議しつつ行っ

ていただきたい。

３）医療（衛生）統計の専門家（高度なシステムを駆使する医療情報統計の専門家ではなく、

ゲアン省の関係の医療従事者の人々が統計の大切さや統計に関する基本的な考え方を身につ
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けられるような指導を行う専門家）に関しては、妊娠中絶およびRTIという２つの中心課題

への取り組みに際し不可欠と考えている。したがって日本側としてもぜひ派遣を実現できる

よう努力する考えである。すでに石井団員を中心に国内で専門家候補者の検討が進められて

いる。ただし日本側としては、より効果的かつ的確な技術協力を行うためにまず短期専門家

を派遣し、その結果を持ち帰り検討したうえで日本側で適格な人選ができれば長期専門家を

派遣したいと考えている。
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４．実施上の留意点

４－１　実施体制

（１）他の援助機関との連携体制の整備；Memorandum of Understanding (MOU)の締結

　リプロダクティブヘルス分野の最大ドナーである国連人口基金（UNFPA）のヴィエトナ

ム代表から、１つのドナーが省全体の保健・衛生向上プログラムを現在実施しているのは世

銀、ADBそしてUNFPAのみであり、リプロダクティブヘルスプロジェクトのフェーズ２が

ゲアン省全体をカバーすることになれば、JICAが４番目のドナーになるとの指摘があっ

た。世銀、ADB、UNFPAは影響の大きさに鑑み、保健・医療分野におけるヴィエトナム政

府のポリシー、戦略、そしてプログラムを尊重し、それらを強化する方向でプロジェクトを

実施するという主旨のMOUを３者で交換しているので、JICAにもMOUに参加してほしい

との非公式ではあるが依頼があった。JICAとしてはプロジェクトフェーズ２の立ち上げの

早い時機でこのMOUを交わすことを検討し、積極的に対処すべきと考える。

（２）関係組織体制の整備

１）合同調整委員会

　合同調整委員会においてフェーズ１とフェーズ２の違いは委員長の交代である。ゲアン

省人民委員会の教育・保健担当副委員長を３期（1 5年）にわたって務めたグエン・

ティー・ハン氏が定年退職し、代わってホアン・キー氏が選出された。ホアン・キー氏は

省人民委員会の副委員長としてすでにこのプロジェクトの推進にあたっているが、なるべ

く早い時機にカウンターパート研修で訪日する機会をつくる必要がある。

２）プロジェクト運営委員会（省・郡・コミューン）

　プロジェクトの実施にあたっては、プロジェクトの合同調整委員会のもとにフェーズ１

において組織された省、郡そしてコミューンレベルの運営委員会を、フェーズ１の地域で

は継続、フェーズ２の拡大地域においては新設する。運営委員会は各地域レベルにおいて

JICAプロジェクトの運営に関する最高責任を負い、またプロジェクト推進の原動力とな

る。リプロダクティブヘルスの草の根プロジェクトを実施するにあたって最も重要な組織

である。

３）草の根組織（女性連合・青年連合）

　女性連合はフェーズ２においてさらに重要な役割を果たすことになる。フェーズ１にお

いて各コミューンから５人の女性連合のメンバーが選ばれ、研修を受けた後JICAプロジェ

クトをコミューンレベルで推進している。この方式はプロジェクトの拡大地区にも適用さ

れるべきである。フェーズ２において住民教育を推進するには女性連合の協力が不可欠に
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なる。また、自立発展性を考慮し、リプロダクティブヘルス推進に向けての女性連合独自

の企画も奨励しながら、協力を推進すべきである。

　その一方で、フェーズ１においてはあまり連携をもたなかった青年連合との協力を積極

的に推進する必要がある。現在ヴィエトナムは若者の人工妊娠中絶数の増加に苦慮してお

り、政府の関係者からもこの問題に対する関心が数多く表明されている。フェーズ２にお

いて人工妊娠中絶数を減らすことがプロジェクトアウトプットのひとつとなっていること

に鑑み、青年連合との協力関係のあり方等も含め、再度草の根組織との連携戦略を見直

し、必要であれば修正する必要がある。

４）省内の多様性に対する配慮（少数民族対策）

　プロジェクトの拡大地域には多くの少数民族の居住区がある。少数民族については日本

人専門家が直接技術協力の対象とするのではなく、MCH/FPセンターを中心にゲアン省内

のマイクロ南南協力を推進しながら、リプロダクティブヘルス推進を図る計画である。ま

た、ヴィエトナムにおいて少数民族を対象に活動しているNGO等の経験も学びながら、

少数民族のニーズに配慮したリプロダクティブヘルス推進アプローチの開発とトレーニン

グが今後必要とされる。

５）日本人専門家協力（地理的・活動内容）

　上記４）とも関連し、フェーズ２においては日本人専門家が直接関与する地区を限定す

る。フェーズ１のモデルとなる数郡とフェーズ２においてモデルとするべき数郡を選定

し、フェーズ１のモデル郡については住民の健康教育推進コンポーネントのパイロットプ

ロジェクトを実施し、フェーズ２のモデルとすべき郡についてはフェーズ１の成果を南南

協力によって定着させるべく後方支援を行う。フェーズ１、フェーズ２、それぞれのモデ

ル郡選定にあたっては省の運営委員会、郡運営委員会そして日本人専門家との協議により

実施する。

６）中央との連携（政府）

　ゲアン省の成果を国家レベルに貢献できるものとするには中央政府との連携が重要であ

る。フェーズ１においても保健省のMCH/FP局との連携を図ったが、フェーズ２ではさら

にそれを強化する必要がある。長期専門家が現場に駐在している強みを発揮し、現場の経

験を生かし、ドナーとの調整および保健省との連携を積極的に図りながら、ゲアン省の近

隣地域および国家レベルへの貢献をめざす。これを可能にするにはリプロダクティブヘル

スプロジェクトのチーフアドバイザーが常時ドナー会議に出席し、情報発信・交換する必

要があることはいうまでもないが、JICAヴィエトナム事務所からも積極的にドナー会議

に参加し、日本の地球規模問題への取り組みの一例としてリプロダクティブヘルスプロ

ジェクトを強調していただきたい。
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４－２　実施計画

　フェーズ２の特徴は、住民に対する健康教育の推進を通して、より住民に近いプロジェクトを

めざすことにある。４－１実施体制で述べたとおり、リプロダクティブヘルス分野においてJICA

はADB、UNFPAそして世銀に次いで大きなドナーである。

　このなかでMOUを交わすことにより、４者のプロジェクトの整合性が図られるとするならば、

JICAのプロジェクトの特徴は日本人長期専門家がプロジェクト地区に常駐し、現場からの発想と

提言が行えることにあるといえる。フェーズ２においてはこの認識のもと、ドナー間の調整を図

りながらも、現場からの声を通してより現実的な提言と経験の提供を中央に向けて発進していく

必要がある。

（１）フェーズ２の特徴

　プロジェクトの内容は大きく２つに分かれる。そのひとつはゲアン省内のマイクロ南南協

力を通じての新しいプロジェクト地区に対するフェーズ１活動の拡大と定着であり、他方は

フェーズ１においてモデルとなった地区を中心とした住民教育、そしてMCH/FPセンターを

中心とした保健医療従事者の集団、個別の指導・教育能力強化である。

１）継続活動：持続性、継続性、Institutionalisation

　研修、機材供与、モニタリングそして草の根無償資金協力による資材供与のパッケージ

による村（コミューン）で安全で清潔なお産の環境づくりはフェーズ２においてゲアン省

全土に拡大される。ゲアン省内すべてのコミューンにおいて安全で清潔なお産の環境整備

をめざすとき、日本の草の根無償資金協力が欠かせない。外務省・日本大使館のフェーズ

２に対する協力継続を強く希望する。この活動において重要なキーワードは、持続性、継

続性そしてInstitutionalisationであり、それを達成するための戦略はゲアン省内における

マイクロ南南協力の推進である。さらに、ゲアン省にとどまらず、他地域に対しても裨益

することをめざし、経験のマニュアル化を図る必要がある。

２）新規活動：住民教育、調査、保健医療担当の能力強化

　新規活動のメインプレーヤーはMCH/FPセンターとフェーズ１のモデル郡である。日本

の経験を生かした住民に対する健康教育にはフェーズ１のモデル郡が、RTI関連調査およ

び集団個別指導・教育を中心とした能力強化の対象はMCH/FPセンタースタッフが中心と

なる。ヴィエトナム全土においてもほとんど手がつけられていない、しかもリプロダク

ティブヘルス推進にとって重要なこれらの活動をJICAプロジェクトが積極的に行うこと

は大きな意義がある。日本の経験を最大限活用した住民に優しいプロジェクトの展開が期

待される。
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（２）他地域への協力推進

　すでに述べているとおり、フェーズ２の後半においてはゲアン省内部のみならず、ヴィエ

トナムの他の地域に対する協力の展開によりプロジェクト終了後の自立発展が期待されてい

る。この点については調査団訪問時において、ハノイの計画投資省および保健省からも強い

要望が示されている。

　初期段階はゲアン省において研修やワークショップ等を開催し、経験・情報の交流を図り

ながら、プロジェクト後半においてはゲアン省で得た経験のマニュアル化を推進し、フェー

ズ１で基礎を築いたモデルの完成およびその他地域への展開をめざしたい。





附　属　資　料

①　討議議事録（R/D）

②　暫定実施計画書（TSI）

③　PDM

④　実施体制組織図

⑤　関係機関への報告出席者リスト

⑥　UNFPAの協力に関する資料

⑦　調査団に関する報道記事

　　（2000年７月15日付　Vietnam News）
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